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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　（Ａ）（A-1）ポリオキシアルキレン基と、(A-2)フルオロアルキル基、およびシロキサ
ン骨格からなる群より選択される部分構造とを含む下記一般式（１）で表される構造単位
を有するポリマーと、（Ｂ)重合性化合物と、(Ｃ)重合開始剤とを含むインク組成物。
【化１】

 
　一般式（１）中、Ｒ１は水素原子、またはメチル基を表す。Ｚはそれぞれ独立に２価の
有機基を表し、Ｌはポリオキシアルキレン基を表し、Ｘは、フルオロアルキル基、および
シロキサン骨格の群から選択される基を表わす。
【請求項２】
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　前記（Ａ）（A-1）ポリオキシアルキレン基と、(A-2)フルオロアルキル基、およびシロ
キサン骨格からなる群より選択される部分構造とを含む前記一般式（１）で表される構造
単位を有するポリマーが、さらに重合性官能基を有するポリマーである請求項１に記載の
インク組成物。
【請求項３】
　前記（Ｂ）重合性化合物が、ラジカル重合性化合物である請求項１または請求項２に記
載のインク組成物。
【請求項４】
　前記（Ｂ）重合性化合物が、カチオン重合性化合物である請求項１または請求項２に記
載のインク組成物。
【請求項５】
　（Ｂ）重合性化合物の総量を１００質量部としたとき、単官能の重合性化合物の量が８
０～１００質量部の範囲である請求項１から請求項４のいずれか１項に記載のインク組成
物。
【請求項６】
　インクジェット用である請求項１から請求項５のいずれか１項に記載のインク組成物。
【請求項７】
　(a)被記録媒体上に、請求項６に記載のインク組成物を吐出する工程、及び（ｂ）吐出
されたインク組成物に活性放射線を照射して、インク組成物を硬化する工程、を含むイン
クジェット記録方法。
【請求項８】
　請求項６に記載のインク組成物を用いて印刷した印刷物。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、インク組成物、インクジェット記録に好適なインク組成物、該インク組成物
を用いたインクジェット記録方法、及びインクジェット法による印刷物に関する。
【背景技術】
【０００２】
　画像データ信号に基づき、紙などの被記録媒体に画像を形成する画像記録方法として、
電子写真方式、昇華型及び溶融型熱転写方式、インクジェット方式などがある。例えば、
インクジェット方式は、安価な装置で実施可能であり、且つ、必要とされる画像部のみに
インクを射出して被記録媒体上に直接画像形成を行うため、インクを効率良く使用でき、
ランニングコストが安い。更に、騒音が少なく、画像記録方式として優れている。
【０００３】
　インクジェット方式によれば、普通紙のみならずプラスチックシート、金属板など非吸
水性の被記録媒体にも印字可能であるが、印字する際の高速化及び高画質化が重要な課題
となっており、印字後の液滴の乾燥、硬化に要する時間が、印刷物の生産性や印字画像の
鮮鋭度に大きく影響する性質を有している。
　インクジェット方式の一つとして、放射線の照射により、硬化可能なインクジェット用
インクを用いた記録方式がある。この方法によれば、インク射出後直ちに又は一定の時間
後に放射線照射し、インク液滴を硬化させることで、印字の生産性が向上し、鮮鋭な画像
を形成することができる。
　紫外線などの放射線の照射により硬化可能なインクジェット用インクの高感度化を達成
することにより、放射線に対し高い硬化性が付与され、インクジェット記録の生産性向上
、消費電力低減、放射線発生器への負荷軽減による高寿命化、不充分硬化に基づく低分子
物質の揮発発生の防止など、多くの利益が生じる。また、高感度化は、特に形成された画
像の強度を向上させる点で重要である。
【０００４】
　このような放射線、例えば、紫外線による硬化型インクジェット方式は、比較的低臭気
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であり、速乾性、インク吸収性の無い被記録媒体への記録ができる点で、近年注目されつ
つあり、ラジカル重合を利用した紫外線硬化型インク組成物が提案されている（例えば、
特許文献１～特許文献５参照。）。
　また、硬化感度が高く、良好な画質の画像を与えるインク組成物として、フッ素基含有
ポリマー、長鎖アルキル基含有ポリマー、及び脂環基含有ポリマーからなる群より選択さ
れる少なくとも一つの疎水性ポリマーを含むインク組成物が知られている（例えば、特許
文献６参照。）。
　しかしながら、これらのインク組成物では、形成された画像のベトツキや、低分子量成
分が画像表面より滲出する現象（所謂、なき出し）などが生じ、耐ブッロキング性が不十
分であるといった問題を有していた。また、なき出しを抑えるために、多官能のモノマー
を多く用いると粘度が高くなって、得られた画像は平滑性に乏しく、インク組成物の吐出
性に懸念が生じることもあった。また、硬化した画像（硬化膜）が脆くなるなどの問題が
生じていた。
【０００５】
　放射線に対する感度を高めて、耐ブロッキング性が向上するように、種々の光重合開始
剤がインク組成物に用いることが提案されている（特許文献７～特許文献９）が、画像形
成における像露光に長時間を要していた。
　また耐ブロッキング性向上のために、表面の硬化性向上を目的としてホスフィン化合物
を使用することが提案されている（特許文献１０）が、向上効果は見られるものの、十分
な架橋密度が得られず耐ブロッキング性の改善効果は不十分であった。
　以上のことから、放射線に対して高感度で硬化し、且つ、耐ブロッキング性に優れ、平
滑性に優れた画像を形成することができるインク組成物が切望されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開昭６３－２３５３８２号公報
【特許文献２】特開平３－２１６３７９号公報
【特許文献３】特開平５－２１４２８０号公報
【特許文献４】特公平６－２１２５６号公報
【特許文献５】特公平６－６２９０５号公報
【特許文献６】特開２００６－１８２９７０号公報
【特許文献７】米国特許第４１３４８１３号明細書
【特許文献８】特開平１－２５３７３１号公報
【特許文献９】特開平６－３０８７２７号公報
【特許文献１０】特開平７－１２６５５１号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　本発明の目的は、放射線の照射により感度高く硬化し、良好な耐擦過性、延伸性を維持
しつつ、耐ブロッキング性と平滑性に優れた画像を形成しうる、インクジェット用に好適
なインク組成物を提供することである。
　本発明のさらなる目的は、該インク組成物を用いたインクジェット記録方法、及び、該
インク組成物により形成された印刷物を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明者らは鋭意検討を重ねた結果、特定構造を有するポリマーを用いることにより、
前記課題を解決しうることを見出し、本発明のインク組成物を完成するに至った。即ち本
発明の前記課題を解決するための手段は以下の通りである。
【０００９】
＜１＞　（Ａ）（A-1）ポリオキシアルキレン基と、(A-2)フルオロアルキル基、およびシ
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ロキサン骨格からなる群より選択される部分構造とを含む下記一般式（１）で表される構
造単位を有するポリマーと、（Ｂ)重合性化合物と、(Ｃ)重合開始剤とを含むインク組成
物。
【００１１】
【化１】

【００１２】
　一般式（１）中、Ｒ１は水素原子、またはメチル基を表す。Ｚはそれぞれ独立に２価の
有機基を表し、Ｌはポリオキシアルキレン基を表し、Ｘは、フルオロアルキル基、および
シロキサン骨格の群から選択される基を表わす。
【００１３】
＜２＞　前記（Ａ）（A-1）ポリオキシアルキレン基と、(A-2)フルオロアルキル基、およ
びシロキサン骨格からなる群より選択される部分構造とを含む前記一般式（１）で表され
る構造単位を有するポリマーが、さらに重合性官能基を有するポリマーである＜１＞に記
載のインク組成物。
＜３＞　前記（Ｂ）重合性化合物が、ラジカル重合性化合物である＜１＞または＜２＞に
記載のインク組成物。
【００１４】
＜４＞　前記（Ｂ）重合性化合物が、カチオン重合性化合物である＜１＞または＜２＞に
記載のインク組成物。
＜５＞　（Ｂ）重合性化合物の総量を１００質量部としたとき、単官能の重合性化合物の
量が８０～１００質量部の範囲である＜１＞から＜４＞のいずれか１項に記載のインク組
成物。
【００１５】
＜６＞　インクジェット用である＜１＞から＜５＞のいずれか１項に記載のインク組成物
。
＜７＞　(a)被記録媒体上に、＜６＞に記載のインク組成物を吐出する工程、及び（ｂ）
吐出されたインク組成物に活性放射線を照射して、インク組成物を硬化する工程、を含む
インクジェット記録方法。
＜８＞　＜６＞に記載のインク組成物を用いて印刷した印刷物。
【００１６】
　本発明のインク組成物の作用については、以下のように推測される。
　インク組成物として使用したとき、本発明で使用する（Ａ）ポリマーは、(A-2)フルオ
ロアルキル基、およびシロキサン骨格からなる群より選択される部分構造を有することに
よって、インク組成物を被記録媒体上に付与した場合に該（Ａ）ポリマーが表面に偏析し
易くなり、インク滴の表面がポリマーにより覆われるため、低分子量成分等に起因する表
面のベトツキが抑制され、耐ブロッキング性が向上したものと考えられる。さらに本発明
のポリマーは(A-1)ポリオキシアルキレン基を有するので、未硬化状態のインク滴が硬化
膜上に着弾した際の濡れ広がりが、ポリオキシアルキレン基がない場合に比べ良好となる
ため、より平滑な画像が得られていると考えられる。特に、本発明では、フルオロアルキ
ル基、およびシロキサン骨格からなる群より選択される部分構造がポリオキシアルキレン
基の末端に有していることにより、画像の平滑性が、さらに向上する。
【発明の効果】
【００１７】
　本発明によれば、射線の照射により感度高く硬化し、良好な耐擦過性、延伸性を維持し
つつ、耐ブロッキング性と平滑性に優れた画像を形成しうるインク組成物を提供すること
ができる。また、本発明のインク組成物は吐出安定性に優れるため、インクジェット用に
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好適である。また、本発明のインク組成物を用いたインクジェット記録方法、及び、本発
明のインク組成物により印刷された、優れた画像を有する印刷物を提供するができる。
【発明を実施するための形態】
【００１８】
〔インク組成物〕
　本発明のインク組成物は、（Ａ）（A-1）ポリオキシアルキレン基と、(A-2)フルオロア
ルキル基、およびシロキサン骨格からなる群より選択される部分構造（以下、偏析部位と
称することがある。）とを含む前記一般式（１）で表される構造単位を有するポリマー（
以下、特定ポリマーと称することがある。）と、（Ｂ)重合性化合物と、および(Ｃ)重合
開始剤とを含むことを特徴とする。
【００１９】
＜（Ａ）（A-1）ポリオキシアルキレン基と、(A-2)フルオロアルキル基、およびシロキサ
ン骨格の群から選択される部分構造とを有するポリマー＞
　（A-1）ポリオキシアルキレン基としては、下記一般式（２）で表されるポリオキシエ
チレン基、ポリオキシプロピレン基、ポリテトラヒドロフラン基であり、ポリオキシエチ
レン基とポリオキシプロピレン基とポリテトラヒドロフラン基との群から選ばれた２種以
上が同一分子内にあるものも好ましい形態である。また、これらのポリオキシエチレン基
、ポリオキシプロピレン基、ポリテトラヒドロフラン基の群から選択されるポリオキシア
ルキレン基がランダム共重合体、またはブロック共重合体として２個以上分子内に存在し
てもよい。
【００２０】

【化２】

【００２１】
　一般式（２）中、ｍ１、ｍ２、およびｍ３は、それぞれ独立に０～１００の整数である
。ポリオキシアルキレン基全体の分子量は、１５０から５０００が好ましく、より好まし
くは２００から５０００、最も好ましくは３００から３０００である。
【００２２】
（A-1）ポリオキシアルキレン基として、好ましくはポリオキシエチレン基、ポリオキシ
プロピレン基、ポリテトラヒドロフラン基が挙げられ、またオキシエチレン基とオキシプ
ロピレン基が複数個ランダムに連結した基、オキシエチレン基とオキシプロピレン基がそ
れぞれ複数個ブロック状に連結した基、などが挙げられる。
【００２３】
　ポリオキシアルキレン基を側鎖に有するモノマーとしては、市販されている水酸基末端
のポリアルキレングリコールモノ（メタ）アクリレート類を使用することができる。この
ような市販のモノマーとしては、ブレンマーシリーズ（日油（株）製）があり、本発明で
使用可能な市販モノマーとしては、ブレンマーＰＥ－９０、ブレンマーＰＥ－２００、ブ
レンマーＰＥ－３５０、ブレンマーＡＥ－９０、ブレンマーＡＥ－２００、ブレンマーＡ
Ｅ－４００、ブレンマー７０ＰＥＰ－３５０Ｂ、ブレンマー１０ＰＥＰ－５５０Ｂなどで
あり、ブレンマーＡＥＰシリーズ、ブレンマーＰＥＴシリーズ、ブレンマーＡＥＴシリー
ズも使用可能である。
　またポリオキシアルキレン基を側鎖に有するモノマーは、酸ハロゲン化物とエチレンオ
キサイドなどの反応から合成することもできる。
【００２４】
　本発明における特定ポリマーは、上記した(A-1)ポリオキシアルキレン基の他に、(A-2
）フルオロアルキル基、およびシロキサン骨格からなる群より選択される部分構造をも含
むことを特徴とするポリマーである。
　以下、(A-2）フルオロアルキル基、およびシロキサン骨格からなる群より選択される部
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【００２５】
＜フルオロアルキル基＞
　本発明における特定ポリマー中のフルオロアルキル基とは、少なくとも１つのフッ素原
子により置換された炭化水素基であればよく、アルキル基における少なくとも一つの水素
原子をフッ素原子に置換したフルオロアルキル基が挙げられ、フルオロアルキル基のすべ
ての水素をフッ素に置換したパーフルオロアルキル基がより好ましく、パーフルオロアル
キル基が更に好ましい。
　アルキル基としては、炭素数３～１２が好ましく、炭素数４～１０がより好ましく、炭
素数６～８が更に好ましい。
【００２６】
　フルオロアルキル基は、特定ポリマーに含まれていればよく、ポリオキシアルキレン基
を介して結合していてもよい。
　本発明におけるフルオロアルキル基は、インク表面への偏在性の観点から、下記一般式
Ｉで表される基であることが好ましい。
【００２７】
【化３】

【００２８】
　一般式Ｉ中、Ｒ２及びＲ３はそれぞれ水素原子又は炭素数１～４個のアルキル基を表し
、＊はポリマー鎖への連結部位を表す。Ｘは単結合又は２価の連結基を、ｍは０以上の整
数を、ｎは１以上の整数を表す。
　なお、ｍが２以上の場合、互いに隣接する炭素上の官能基（即ち、隣り合う炭素にそれ
ぞれ結合しているＲ２同士やＲ３同士）は結合して脂肪族環を形成してもよい。
【００２９】
　なお、一般式Ｉで表される置換基の中でも、一般式Ｉにおけるｎが１～１０の範囲であ
るものが好ましく、１～４の範囲であることがより好ましく、２、又は３であることが特
に好ましい。＊で表されるポリマー鎖への連結部位は、特定ポリマーの主鎖に直結してい
てもよいし、ポリオキシアルキレン基、アルキレン基、エステル基、ウレタン基、ヘテロ
原子を含んでもよい環状アルキレン基、ポリ（カプロラクトン）、アミノ基、等の２価の
連結基を介して結合していてもよい。ポリオキシアルキレン基を介して結合していること
が好ましい。
【００３０】
　ポリオキシアルキレン基を介してフルオロアルキル基を特定ポリマーに導入する方法と
しては、下記化合物を用いてポリオキシアルキレン基の末端に容易に導入することができ
る。
【００３１】
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【化４】

【００３２】
　上記Ｒｆは下記式で表される基を表す。下記式中、Ｔは下記（Ｔ群）から選択される１
種の基であり、ｎ２は０～６の整数である。
【００３３】

【化５】

【００３４】
【化６】

【００３５】
　また、フルオロアルキル基を有するモノマー（以下、フルオロアルキル基含有モノマー
と称する。）を用いることで、特定ポリマーにフルオロアルキル基を導入することも可能
である。
　このフルオロアルキル基含有モノマーとしては、下記一般式ＩＩで表されるモノマーが
好ましいものとして挙げられる。
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【００３６】
【化７】

【００３７】
　一般式ＩＩ中、Ｒ１は水素原子、ハロゲン原子、置換基を有してもよいメチル基、又は
置換基を有してもよいエチル基を表す。また、Ｒ２、Ｒ３、Ｘ、ｍ、及びｎはいずれも、
一般式ＩにおけるＲ２、Ｒ３、Ｘ、ｍ、及びｎと同義であり、好ましい例も同様である。
　なお、一般式ＩＩにおいてＲ１で表されるハロゲン原子としては、例えば、フッ素原子
、塩素原子、臭素原子が挙げられる。
【００３８】
　フルオロアルキル基含有モノマーとしては、上記一般式ＩＩで表されるモノマーの中で
も、一般式ＩＩにおけるｎが１～１０であることが好ましく、１～４であることがより好
ましく、２、又は３であることが特に好ましい。
【００３９】
　一般式Ｉ及び一般式ＩＩにおいてＲ２及びＲ３で表される炭素数１～４個のアルキル基
としては、メチル基、エチル基、プロピル基、イソプロピル基、ｎ－ブチル基、イソブチ
ル基、ｔｅｒｔ－ブチル基等が挙げられ、好ましくは、水素原子、又はメチル基であり、
より好ましくは水素原子である。
【００４０】
　一般式Ｉ及び一般式ＩＩにおいて、Ｘが単結合である場合は、ポリマー主鎖と、Ｒ２及
びＲ３が結合している炭素原子と、が直接連結していることを意味する。
　また、Ｘが２価の連結基である場合には、その連結基としては、－Ｏ－、－Ｓ－、－Ｎ
（Ｒ４）－、－ＣＯ－等が挙げられる。これらの中でも－Ｏ－がより好ましい。
　ここで、Ｒ４は、水素原子又は炭素数１～４個のアルキル基を表す。アルキル基として
は、メチル基、エチル基、プロピル基、イソプロピル基、ｎ－ブチル基、イソブチル基、
ｔｅｒｔ－ブチル基等が挙げられ、好ましくは、水素原子、メチル基である。
【００４１】
　一般式Ｉ及び一般式ＩＩにおいて、ｍは０以上の整数を表し、２～８の整数が好ましく
、２が特に好ましい。また、ｍが２以上の場合、互いに隣接する炭素上の官能基（即ち、
隣り合う炭素にそれぞれ結合しているＲ２同士やＲ３同士）は結合して脂肪族環を形成し
てもよい。
【００４２】
　一般式Ｉ及び一般式ＩＩにおいて、ｎは１以上の整数を表し、１～１０の整数が好まし
く、１～４の整数がより好ましく、２、又は３であることが特に好ましい。
【００４３】
　一般式Ｉにおいて、＊はポリマー主鎖との連結部位を表すが、当該ポリマー主鎖の具体
的な形態としては、以下のような例が挙げられる。
　例えば、アクリル樹脂、メタアクリル樹脂、スチリル樹脂、ポリエステル樹脂、ポリウ
レタン樹脂、ポリカーボネート樹脂、ポリアミド樹脂、ポリアセタール樹脂、フェノール
／ホルムアルデヒド縮合樹脂、ポリビニルフェノール樹脂、無水マレイン酸／α－オレフ
ィン樹脂、α－ヘテロ置換メタクリル樹脂などを用いることができる。その中でも、アク
リル樹脂、メタアクリル樹脂、スチリル樹脂、ポリエステル樹脂、ポリウレタン樹脂が有
用であり、特にアクリル樹脂、メタアクリル樹脂、ポリウレタン樹脂が有用である。
【００４４】
　本発明における特定ポリマーは、例えば、前述のフルオロアルキル基を有する化合物を
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ポリオキシアルキレン基の末端に導入する方法や、一般式Ｉで表される置換基を有するモ
ノマー（即ち、フルオロアルキル基を有するモノマー）を縮重合又は付加重合、開環重合
等の、当業者にとって公知の方法で容易に得ることができる。また、更に必要に応じてこ
れらを併用してもよい。
【００４５】
　なお、このようなフルオロアルキル基含有化合物の製造法に関しては、例えば、「フッ
素化合物の合成と機能」（監修：石川延男、発行：株式会社シーエムシー、１９８７）の
１１７～１１８ページや、「Ｃｈｅｍｉｓｔｒｙ　ｏｆ　Ｏｒｇａｎｉｃ　Ｆｌｕｏｒｉ
ｎｅ　Ｃｏｍｐｏｕｎｄｓ　ＩＩ」（Ｍｏｎｏｇｒａｐｈ　１８７，Ｅｄ　ｂｙ　Ｍｉｌ
ｏｓ　Ｈｕｄｌｉｃｋｙ　ａｎｄ　Ａｔｔｉｌａ　Ｅ．Ｐａｖｌａｔｈ，　Ａｍｅｒｉｃ
ａｎ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｓｏｃｉｅｔｙ　１９９５）の７４７～７５２ページに記載さ
れている。
【００４６】
　以下、本発明に用いられる一般式ＩＩで表されるモノマーの具体例を示す。これらのう
ちポリオキシアルキレン基にフルオロアルキル基が結合した構造が好ましく、後述の一般
式（１）の項で説明する。
【００４７】
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【化８】

【００４８】



(11) JP 5383289 B2 2014.1.8

10

20

30

40

【化９】

【００４９】
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【化１０】

【００５０】
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【化１１】

【００５１】
＜シロキサン骨格＞
　ポリオキシアルキレン基とともに特定ポリマーに含まれるシロキサン骨格とは、「－Ｓ
ｉ－Ｏ－Ｓｉ－」を有していれば、特に制限はない。
　シロキサン骨格を有することによって、インク組成物の吐出安定性を上げ、インク組成
物を塗膜としたときの表面偏析性を高くすることができる。この観点から、下記構造式（
Ａ）で表される化合物（以下、「特定シロキサン化合物」ともいう）を重合して、シロキ
サン骨格を特定ポリマーに導入することが好ましい。
【００５２】
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【化１２】

【００５３】
　前記構造式（Ａ）中、Ｒ７は、水酸基、アミン基、ハロゲン原子などの置換基を有して
よい炭素数が２～６の直鎖若しくは分岐のアルキレン基、又は、下記構造式（Ｂ）で表さ
れる２価の連結基を示す。
【００５４】

【化１３】

【００５５】
　上記構造式（Ｂ）中、Ｒ２は、水素原子、メチル基、エチル基を表す。ｍ１、ｍ２、お
よびｍ３は、一般式（２）のｍ１、ｍ２、およびｍ３と同義である。ここで、Ｒ２は構造
式（Ｂ）中に２つ以上存在するが、それぞれ異なっていてもよく、また、同じであっても
よい。
【００５６】
　前記構造式（Ａ）中、ｘ１、ｘ２、及びｘ３は、これらの合計が１～１００を満たす整
数である。
　また、ｙ１は、１～３０の整数である。
　前記構造式（Ａ）中、Ｘ２は単結合、又は下記構造式（Ｃ）で表わされる２価の基であ
る。
【００５７】
【化１４】

【００５８】
　前記構造式（Ｃ）中、Ｒ８は、水酸基、アミン基、ハロゲン原子などの置換基を有して
よい炭素数が１～６の直鎖若しくは分岐のアルキレン基を表し、Ｑ１、及びＱ２は、酸素
原子、硫黄原子、又は－ＮＲＢ－を表わし、Ｑ１、Ｑ２は、それぞれ異なっていてもよく
、また、同じであってもよい。ＲＢは、水素原子、又は炭素数１～４のアルキル基を表す
。
　前記構造式（Ｃ）中、Ｑ２は、前記構造式（Ａ）におけるＲ７に結合する。
【００５９】
　前記構造式（Ａ）中、Ｙ２は、下記構造式（Ｄ）～下記構造式（Ｆ）で表される１価の
基を表す。
【００６０】
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【化１５】

【００６１】
　前記構造式（Ｄ）～（Ｆ）中、Ｒ５は、水素原子、又は炭素数１～６の直鎖状或いは分
枝鎖状のアルキル基を表わす。
【００６２】
　前記構造式（Ａ）中、Ｚは下記構造式（Ｇ）で表される１価の基を表す。
【００６３】

【化１６】

【００６４】
　上記構造式（Ｇ）中、Ｒ６は炭素数１～４の無置換のアルキル基を表し、ｙ２は１～１
００の整数を表し、好ましくは１～５０の整数、より好ましくは１～２０の整数である。
【００６５】
　また、本発明のシロキサン骨格としては、下記に示した構造が上記の式（Ａ）の具体例
として挙げられるが、これらに限定されるものではない。
　これらのうちポリオキシアルキレン基を介してシロキサン構造がポリマーに結合した構
造が好ましく、後述の一般式（１）の項で説明する。
【００６６】
【化１７】
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【００６７】
＜長鎖アルキル基＞
　ポリオキシアルキレン基とともに特定ポリマーに長鎖アルキル基を含んでもよく、長鎖
アルキル基としては、炭素数４～１２のアルキル基であり、下記一般式（３）が好ましい
。
【００６８】
【化１８】

【００６９】
　一般式（３）中、Ａは２価から４価の炭素数０から１２の炭化水素からなる環状、また
は直鎖、分岐のアルキル基、フェニル基であり、Ｒ１１は炭素数６から２０の直鎖、又は
分岐のアルキル基を表す。ｎ３は１～３の整数である。
【００７０】
　この長鎖アルキル基は、ポリマー主鎖に連結した状態でポリマーに導入されていてもよ
いが、ポリオキシアルキレン基の末端に結合していることが好ましい。
　上記一般式（３）中、Ｒ１１は、炭素数６～２０のアルキル基が好ましく、炭素数１０
～２０のアルキル基がより好ましい。またｎ３は、１～６の整数が好ましく、いずれもこ
の範囲にあると表面偏析性が好ましい。
【００７１】
　これらの基を特定ポリマーに導入する方法としては、これらの基を有するビニル化合物
、（メタ）アクリロイル化合物等の不飽和基を有する重合性化合物を共重合等の方法でポ
リマーに導入することができる。
　また、ポリオキシアルキレン基を介して長鎖アルキル基がポリマーに結合した構造が好
ましく、後述の一般式（１）の項で説明する。
【００７２】
　本発明で使用される（Ａ）特定ポリマーは、下記一般式（１）で表わされる側鎖にポリ
オキシアルキレン基を有し、ポリオキシアルキレン基の末端に(A-2)フルオロアルキル基
、シロキサン骨格、及び長鎖アルキル基からなる群より選択される部分構造を有するポリ
マーが好ましい化合物である。
【００７３】
【化１９】

【００７４】
　一般式（１）中、Ｒ１は水素原子、またはメチル基を表す。Ｚはそれぞれ独立に２価の
有機基を表し、Ｌはポリオキシアルキレン基を表し、Ｘは、フルオロアルキル基、シロキ
サン骨格、および長鎖アルキル基の群から選択される基を表わす。
【００７５】
　一般式（１）におけるＺとしては、炭素数１～２０の直鎖又は分岐のアルキレン基、環
状のアルキレン基、炭素数２～２０の直鎖又は分岐のアルケニレン基、環状のアルケニレ
ン基、炭素数２～２０のアルキニル基、炭素数６～２０のアリーレン（単環、複素環）基
、－ＯＣ（＝Ｏ）－、－ＯＣ（＝Ｏ）Ａｒ－、－ＯＣ（＝Ｏ）Ｏ－、－ＯＣ（＝Ｏ）ＯＡ
ｒ－、－Ｃ（＝Ｏ）ＮＲ－、－Ｃ（＝Ｏ）ＮＡｒ－、－ＳＯ２ＮＲ－、－ＳＯ２ＮＡｒ－
、－ＯＡｒ－（アリーレンオキシ、ポリアリーレンオキシ）、－Ｃ（＝Ｏ）Ｏ－、－Ｃ（
＝Ｏ）Ｏ－Ａｒ－、－Ｃ（＝Ｏ）Ａｒ－、－Ｃ（＝Ｏ）－、－ＳＯ２Ｏ－、－ＳＯ２ＯＡ
ｒ－、－ＯＳＯ２－、－ＯＳＯ２Ａｒ－、－ＮＲＳＯ２－、－ＮＡｒＳＯ２－、－ＮＲＣ
（＝Ｏ）－、－ＮＡｒＣ（＝Ｏ）－、－ＮＲＣ（＝Ｏ）Ｏ－、－ＮＡｒＣ（＝Ｏ）Ｏ－、
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－ＯＣ（＝Ｏ）ＮＲ－、－ＯＣ（＝Ｏ）ＮＡｒ－、－ＮＡｒ－、－ＮＲ－、－Ｎ＋ＲＲ’
－、－Ｎ＋ＲＡｒ－、－Ｎ＋ＡｒＡｒ’－、－Ｓ－、－ＳＡｒ－、－ＡｒＳ－、ヘテロ環
基（ヘテロ原子としては、例えば、窒素、酸素及びイオウ等を少なくとも１個以上含み、
３員ないし１２員環の単環、縮合環）、－ＯＣ（＝Ｓ）－、－ＯＣ（＝Ｓ）Ａｒ－、－Ｃ
（＝Ｓ）Ｏ－、－Ｃ（＝Ｓ）ＯＡｒ－、－Ｃ（＝Ｓ）ＯＡｒ－、－Ｃ（＝Ｏ）Ｓ－、－Ｃ
（＝Ｏ）ＳＡｒ－、－ＡｒＣ（＝Ｏ）－、－ＡｒＣ（＝Ｏ）ＮＲ－、－ＡｒＣ（＝Ｏ）Ｎ
Ａｒ－、－ＡｒＣ（＝Ｏ）Ｏ－、－ＡｒＣ（＝Ｏ）Ｏ－、－ＡｒＣ（＝Ｏ）Ｓ－、－Ａｒ
Ｃ（＝Ｓ）Ｏ－、－ＡｒＯ－、－ＡｒＮＲ－等が挙げられる。
【００７６】
　なお、上記Ｒ、およびＲ’は、それぞれ独立に、水素原子、直鎖又は分岐のアルキル基
、環状のアルキル基、直鎖又は分岐のアルケニル基、環状のアルケニル基、直鎖又は分岐
のアルキニル基、環状のアルキニル基を表し、Ａｒ、およびＡｒ’は、それぞれ独立に、
アリール基を表す。
【００７７】
　このような連結基の中でも、Ｚとしては、炭素数６～２０のアリーレン（単環、複素環
）基、－Ｃ（＝Ｏ）ＮＲ－、－Ｃ（＝Ｏ）ＮＡｒ－、－Ｏ－（アルキレンオキシ、ポリア
ルキレンオキシを含む）、－ＯＡｒ－（アリーレンオキシ、ポリアリーレンオキシ）、－
Ｃ（＝Ｏ）Ｏ－、－Ｃ（＝Ｏ）Ｏ－Ａｒ－、－Ｃ（＝Ｏ）－、－Ｃ（＝Ｏ）Ａｒ－、－Ｓ
－、－ＳＡｒ－、－ＡｒＳ－、－ＡｒＣ（＝Ｏ）－、－ＡｒＣ（＝Ｏ）Ｏ－、－ＡｒＣ（
＝Ｏ）Ｏ－、－ＡｒＯ－、－ＡｒＮＲ－、－Ｃ（＝Ｏ）―、等が好ましく、炭素数６～２
０のアリーレン（単環、複素環）基、－Ｃ（＝Ｏ）ＮＲ－、－Ｃ（＝Ｏ）ＮＡｒ－、－Ｏ
Ａｒ－（アリーレンオキシ、ポリアリーレンオキシ）、－Ｃ（＝Ｏ）Ｏ－、－Ｃ（＝Ｏ）
Ｏ－Ａｒ－、－ＳＡｒ－、－ＡｒＳ－、－ＡｒＣ（＝Ｏ）－、－ＡｒＣ（＝Ｏ）Ｏ－、－
ＡｒＣ（＝Ｏ）Ｏ－、－ＡｒＯ－、－ＡｒＮＲ－、－Ｃ（＝Ｏ）―等がより好ましい。
【００７８】
　また、本発明において、上記Ｚで表される連結基としては、ここで挙げた連結基を２種
類以上組み合わせたものであってもよい。
【００７９】
　Ｌは下記式（２）で表わされるポリオキシアルキレン基であり、ｍ１、ｍ２、およびｍ
３はそれぞれ独立に０～１００の整数である。好ましくはｍ１が０～２０、ｍ２が０～２
０、ｍ３が０～２０の範囲であることが好ましく、画像平滑性と感度とが良好である。
　また、ポリオキシアルキレン基全体の分子量は、１５０から５０００が好ましく、より
好ましくは２００から５０００、最も好ましくは３００から３０００である。この分子量
の範囲にあると画像平滑性が良好である。
【００８０】
【化２０】

【００８１】
　一般式（１）で表される構造単位の具体例を下記に示すが、本発明は下記構造単位に限
定されるものではない。また下記構造を２種以上含んだポリマーも好適に使用できる。
　一般式（１）で表わされる構造単位を含むモノマーを他の構造単位のモノマーと共重合
して本発明の特定ポリマーとすることも好ましい。
　ポリオキシアルキレン基を介してポリフルオロアルキル基がポリマーに結合した構造と
しては下記の具体例が挙げられる。
【００８２】
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【００８３】
　また、ポリオキシアルキレン基を介してシロキサン骨格がポリマーに結合した構造とし
ては、下記の具体例が挙げられる。下記式でＲは２価の連結基を表す。
【００８４】

【化２２】

【００８５】
　さらに、ポリオキシアルキレン基を介して長鎖アルキル基がポリマーに結合した構造と
しては、下記の具体例が挙げられる。
【００８６】
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【００８７】
　本発明における、(A-1)ポリオキシアルキレン基の含有量は、特定ポリマーに対する質
量基準で、５質量％～５０質量％が好ましく、より好ましくは１０質量％～３０質量％で
あり、更に好ましくは１０質量％～２０質量％である。
　また、(A-2)フルオロアルキル基、シロキサン骨格、及び長鎖アルキル基からなる群よ
り選択される部分構造の含有量は、特定ポリマーに対する質量基準で、１質量％～４０質
量％が好ましく、より好ましくは１．５質量％～３０質量％であり、更に好ましくは２質
量％～２０質量％である。
　上記範囲とすることで、特定ポリマーをインク組成物内にて効率的に表面偏析させ、且
つ平滑性が向上する。
【００８８】
　以下、本発明に用いられる（Ａ）特定ポリマーの好適な具体例を、その構造と重量平均
分子量とともに挙げる。
【００８９】
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【００９０】
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【００９１】
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【化２６】

【００９２】
　本発明におけるインク組成物の全固形分に対する、特定ポリマーの含有量は質量基準で
、０．２質量％～５質量％の範囲が好ましく、より好ましくは０．２質量％～３質量％の
範囲であり、更に好ましくは０．２質量％～１．５質量％の範囲である。上記範囲とする
ことで、インクジェットインクに必要な物性に悪影響を与えずに平滑性が向上し、ブロッ
キング抑制を向上することができる。
【００９３】
＜（Ｂ）重合性化合物＞
　本発明のインク組成物は、重合性化合物を含有する。
　この重合性化合物としては、分子中に(B-1)ラジカル重合可能なエチレン性不飽和結合
を少なくとも１つ有する化合物、または(B-2)カチオン重合可能なエポキシ環、オキセタ
ン環、またはビニルエーテル基を少なくとも１つ有する化合物である。重合性化合物は１
種のみ用いてもよく、また目的とする特性を向上するために任意の比率で２種以上を併用
してもよい。好ましくは２種以上併用して用いることが、反応性、物性などの性能を制御
する上で好ましい。またラジカル重合性の化合物とカチオン重合性化合物を併用すること
もよい。
【００９４】
＜（B-1）ラジカル重合性化合物＞
　ラジカル重合可能なエチレン性不飽和結合を有する重合性化合物の例としては、アクリ
ル酸、メタクリル酸、イタコン酸、クロトン酸、イソクロトン酸、マレイン酸等の不飽和
カルボン酸及びそれらの塩、エチレン性不飽和基を有する無水物、アクリロニトリル、ス
チレン、更に種々の不飽和ポリエステル、不飽和ポリエーテル、不飽和ポリアミド、不飽
和ウレタン等のラジカル重合性化合物が挙げられる。
【００９５】
　具体的には、２－エチルヘキシルアクリレート、２－ヒドロキシエチルアクリレート、
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ブトキシエチルアクリレート、カルビトールアクリレート、シクロヘキシルアクリレート
、テトラヒドロフルフリルアクリレート、ベンジルアクリレート、ビス（４－アクリロキ
シポリエトキシフェニル）プロパン、ネオペンチルグリコールジアクリレート、１，６－
ヘキサンジオールジアクリレート、エチレングリコールジアクリレート、ジエチレングリ
コールジアクリレート、トリエチレングリコールジアクリレート、テトラエチレングリコ
ールジアクリレート、ポリエチレングリコールジアクリレート、ポリプロピレングリコー
ルジアクリレート、ペンタエリスリトールトリアクリレート、ペンタエリスリトールテト
ラアクリレート、ジペンタエリスリトールテトラアクリレート、トリメチロールプロパン
トリアクリレート、テトラメチロールメタンテトラアクリレート、オリゴエステルアクリ
レート、Ｎ－メチロールアクリルアミド、ジアセトンアクリルアミド、エポキシアクリレ
ート等のアクリル酸誘導体、メチルメタクリレート、ｎ－ブチルメタクリレート、２－エ
チルヘキシルメタクリレート、ラウリルメタクリレート、アリルメタクリレート、グリシ
ジルメタクリレート、ベンジルメタクリレート、ジメチルアミノメチルメタクリレート、
１，６－ヘキサンジオールジメタクリレート、エチレングリコールジメタクリレート、ト
リエチレングリコールジメタクリレート、ポリエチレングリコールジメタクリレート、ポ
リプロピレングリコールジメタクリレート、トリメチロールエタントリメタクリレート、
トリメチロールプロパントリメタクリレート、２，２－ビス（４－メタクリロキシポリエ
トキシフェニル）プロパン等のメタクリル誘導体、その他、アリルグリシジルエーテル、
ジアリルフタレート、トリアリルトリメリテート等のアリル化合物の誘導体が挙げられ、
更に具体的には、山下晋三編、「架橋剤ハンドブック」、（１９８１年大成社）；加藤清
視編、「ＵＶ・ＥＢ硬化ハンドブック（原料編）」（１９８５年、高分子刊行会）；ラド
テック研究会編、「ＵＶ・ＥＢ硬化技術の応用と市場」、７９頁、（１９８９年、シーエ
ムシー）；滝山栄一郎著、「ポリエステル樹脂ハンドブック」、（１９８８年、日刊工業
新聞社）等に記載の市販品若しくは業界で公知のラジカル重合性乃至架橋性のモノマー、
オリゴマー、及びポリマーを用いることができる。
【００９６】
　また、ラジカル重合性化合物としては、例えば、特開平７－１５９９８３号、特公平７
－３１３９９号、特開平８－２２４９８２号、特開平１０－８６３号、特開平９－１３４
０１１号等の各公報に記載されている光重合性組成物に用いられる光硬化型の重合性化合
物材料が知られており、これらも本発明のインク組成物に適用することができる。
【００９７】
＜（B-2）カチオン重合性化合物＞
　本発明の重合性組成物に用いることのできるエポキシ化合物としては、芳香族エポキシ
ド、脂環式エポキシド、及び、脂肪族エポキシドなどが挙げられ、この中でも脂環式エポ
キシドが硬化性の観点で好ましい。
　脂環式エポキシドとしては、少なくとも１個のシクロへキセン又はシクロペンテン環等
のシクロアルカン環を有する化合物を、過酸化水素、過酸等の適当な酸化剤でエポキシ化
することによって得られる、シクロヘキセンオキサイド又はシクロペンテンオキサイド含
有化合物が好ましく挙げられる。
　本発明の重合性組成物に用いることのできるエポキシドの種類、具体的化合物、好まし
い例としては、特開２００８－１３６４６号公報の段落番号〔００３７〕～〔００４０〕
に記載の化合物などを挙げることができ、これらを本発明にも適用することができる。
【００９８】
　本発明に併用できるオキセタン化合物としては、単官能、多官能のいずれも用いること
ができ、特開２００１－２２０５２６号、同２００１－３１０９３７号、同２００３－３
４１２１７号の各公報に記載される如き、公知のオキセタン化合物を任意に選択して使用
できる。本発明における特定重合性化合物に併用しうるオキセタン環を有する化合物とし
ては、その構造内にオキセタン環を１～４個有する化合物が好ましい。このような化合物
を使用することで、組成物の粘度をハンドリング性の良好な範囲に維持することが容易と
なり、また、インク組成物等に適用した場合において、硬化後の組成物と被記録媒体との
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高い密着性を得ることができる。本発明の重合性組成物に用いることのできるオキセタン
化合物の種類、具体的化合物、および好ましい例としては、特開２００８－１３６４６号
公報の段落番号〔００４５〕～〔００６２〕に記載の化合物などを挙げることができ、こ
れらを本発明にも適用することができる。
【００９９】
　更に、カチオン重合性化合物として、ビニルエーテル化合物を用いることも好ましい。
好適に用いられるビニルエーテル化合物としては、例えば、エチレングリコールジビニル
エーテル、エチレングリコールモノビニルエーテル、ジエチレングリコールジビニルエー
テル、トリエチレングリコールモノビニルエーテル、トリエチレングリコールジビニルエ
ーテル、プロピレングリコールジビニルエーテル、ジプロピレングリコールジビニルエー
テル、ブタンジオールジビニルエーテル、ヘキサンジオールジビニルエーテル、シクロヘ
キサンジメタノールジビニルエーテル、ヒドロキシエチルモノビニルエーテル、ヒドロキ
シノニルモノビニルエーテル、トリメチロールプロパントリビニルエーテル等のジ又はト
リビニルエーテル化合物、エチルビニルエーテル、ｎ－ブチルビニルエーテル、イソブチ
ルビニルエーテル、オクタデシルビニルエーテル、シクロヘキシルビニルエーテル、ヒド
ロキシブチルビニルエーテル、２－エチルヘキシルビニルエーテル、シクロヘキサンジメ
タノールモノビニルエーテル、ｎ－プロピルビニルエーテル、イソプロピルビニルエーテ
ル、イソプロペニルエーテル－Ｏ－プロピレンカーボネート、ドデシルビニルエーテル、
ジエチレングリコールモノビニルエーテル、オクタデシルビニルエーテル等のモノビニル
エーテル化合物等が挙げられる。
　これらのビニルエーテル化合物のうち、硬化性、密着性、表面硬度の観点から、ジビニ
ルエーテル化合物、トリビニルエーテル化合物が好ましく、特に、ジビニルエーテル化合
物が好ましい。ビニルエーテル化合物は、１種を単独で使用してもよく、２種以上を適宜
組み合わせて使用してもよい。
【０１００】
　本発明のインク組成物において、（Ｂ）重合性化合物は６０質量％以上９５質量％以下
であることが好ましい。
　重合性化合物は常温で固体あるいは高粘度の物性を示すものが多いため、均一なインク
組成物の調製、ハンドリング性、さらには、インク組成物をインクジェット記録用として
用いる場合のインク吐出安定性の観点から、単官能の重合性モノマーを用いることが好ま
しい。
　単官能重合性化合物を使用する、硬化膜が柔軟になり好ましい。単官能重合性化合物は
重合性化合物の総量に対して８０質量％以上１００質量％以下が好ましく、９０質量％以
上１００質量％以下がより好ましい。
【０１０１】
＜（Ｃ）光重合開始剤＞
　本発明のインク組成物は、（Ｃ）光重合開始剤を含有する。（Ｃ）光重合開始剤として
は、公知の重合開始剤を、併用する前記（Ｂ）重合性化合物の種類、インク組成物の使用
目的に応じて、適宜選択して使用することができる。
　本発明のインク組成物に使用する（Ｃ）光重合開始剤は、外部エネルギー（光）を吸収
して重合開始種を生成する化合物である。光には、活性放射線、すなわち、γ線、β線、
電子線、紫外線、可視光線、赤外線が例示できる。
【０１０２】
　前記重合性化合物としてラジカル重合性化合物を用いた場合には、ラジカル重合開始剤
を本発明の（Ｃ）光重合開始剤とすることが好ましく、カチオン重合性化合物を使用した
場合にはカチオン重合開始剤を用いることが好ましい。重合性化合物としてラジカル重合
性化合物とカチオン重合性化合物の両方を用いた場合には重合開始剤もラジカル重合開始
剤とカチオン重合開始剤とを併用することが好ましい。
【０１０３】
＜（Ｃ－１）ラジカル重合開始剤＞
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　（Ｃ）光重合開始剤は公知の化合物が使用できるが、本発明で使用し得る好ましい（Ｃ
）光重合開始剤のうち、（Ｃ－１）ラジカル重合開始剤としては、（ａ）芳香族ケトン類
、（ｂ）アシルホスフィンオキシド化合物、（ｃ）芳香族オニウム塩化合物、（ｄ）有機
過酸化物、（ｅ）チオ化合物、（ｆ）ヘキサアリールビイミダゾール化合物、（ｇ）ケト
オキシムエステル化合物、（ｈ）ボレート化合物、（ｉ）アジニウム化合物、（ｊ）メタ
ロセン化合物、（ｋ）活性エステル化合物、（ｌ）炭素ハロゲン結合を有する化合物、並
びに（ｍ）アルキルアミン化合物等が挙げられる。
【０１０４】
　これらのラジカル重合開始剤は、上記（ａ）～（ｍ）の化合物を単独もしくは組み合わ
せて使用してもよい。本発明におけるラジカル重合開始剤は単独もしくは２種以上の併用
によって好適に用いられる。
【０１０５】
　（ａ）芳香族ケトン類、（ｂ）アシルホスフィン化合物、及び、（ｅ）チオ化合物の好
ましい例としては、"RADIATION CURING IN POLYMER SCIENCE AND TECHNOLOGY", J. P. FO
UASSIER, J.F.RABEK（１９９３）、ｐｐ．７７～１１７記載のベンゾフェノン骨格又はチ
オキサントン骨格を有する化合物等が挙げられる。より好ましい例としては、特公昭４７
－６４１６号公報記載のα－チオベンゾフェノン化合物、特公昭４７－３９８１号公報記
載のベンゾインエーテル化合物、特公昭４７－２２３２６号公報記載のα－置換ベンゾイ
ン化合物、特公昭４７－２３６６４号公報記載のベンゾイン誘導体、特開昭５７－３０７
０４号公報記載のアロイルホスホン酸エステル、特公昭６０－２６４８３号公報記載のジ
アルコキシベンゾフェノン、特公昭６０－２６４０３号公報、特開昭６２－８１３４５号
公報記載のベンゾインエーテル類、特公平１－３４２４２号公報、米国特許第４，３１８
，７９１号、ヨーロッパ特許０２８４５６１Ａ１号記載のα－アミノベンゾフェノン類、
特開平２－２１１４５２号公報記載のｐ－ジ（ジメチルアミノベンゾイル）ベンゼン、特
開昭６１－１９４０６２号公報記載のチオ置換芳香族ケトン、特公平２－９５９７号公報
記載のアシルホスフィンスルフィド、特公平２－９５９６号公報記載のアシルホスフィン
、特公昭６３－６１９５０号公報記載のチオキサントン類、特公昭５９－４２８６４号公
報記載のクマリン類等を挙げることができる。
【０１０６】
　これらのなかでも、本発明において、重合開始剤としてアシルホスフィンオキサイド化
合物を使用することが好ましく、ビス（２，４，６－トリメチルベンゾイル）－フェニル
ホスフィンオキサイド（Ｉｒｇａｃｕｒｅ ８１９：チバスペシャルティケミカルズ社製
）、ビス（２，６－ジメトキシベンゾイル）－２，４，４－トリメチル－ペンチルフェニ
ルホスフィンオキサイド、２，４，６－トリメチルベンゾイル－ジフェニル－フォスフィ
ンオキサイド（Ｄａｒｏｃｕｒ ＴＰＯ：チバスペシャルティケミカルズ社製、Ｌｕｃｉ
ｒｉｎ ＴＰＯ：ＢＡＳＦ社製）などが好ましい。
【０１０７】
　（ｃ）芳香族オニウム塩化合物としては、周期律表の１５、１６及び１７族の元素、具
体的にはＮ、Ｐ、Ａｓ、Ｓｂ、Ｂｉ、Ｏ、Ｓ、Ｓｅ、Ｔｅ、又はＩの芳香族オニウム塩が
含まれる。例えば、欧州特許１０４１４３号明細書、米国特許４８３７１２４号明細書、
特開平２－１５０８４８号公報、特開平２－９６５１４号公報に記載されるヨードニウム
塩類、欧州特許３７０６９３号、同２３３５６７号、同２９７４４３号、同２９７４４２
号、同２７９２１０号、及び同４２２５７０号の各明細書、米国特許３９０２１４４号、
同４９３３３７７号、同４７６００１３号、同４７３４４４４号、及び同２８３３８２７
号の各明細書に記載されるジアゾニウム塩類（置換基を有してもよいベンゼンジアゾニウ
ム等）、ジアゾニウム塩樹脂類（ジアゾジフェニルアミンのホルムアルデヒド樹脂等）、
Ｎ－アルコキシピリジニウム塩類等（例えば、米国特許４，７４３，５２８号明細書、特
開昭６３－１３８３４５号、特開昭６３－１４２３４５号、特開昭６３－１４２３４６号
、及び特公昭４６－４２３６３号の各公報等に記載されるもので、具体的には１－メトキ
シ－４－フェニルピリジニウムテトラフルオロボレート等）、更には特公昭５２－１４７
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２７７号、同５２－１４２７８号、及び同５２－１４２７９号の各公報記載の化合物が好
適に使用される。活性種としてラジカルや酸を生成する。
【０１０８】
　（ｄ）有機過酸化物としては、分子中に酸素－酸素結合を１個以上有する有機化合物の
ほとんど全てが含まれるが、その例としては、３，３’，４，４’－テトラ－（ｔ－ブチ
ルパーオキシカルボニル）ベンゾフェノン、３，３’，４，４’－テトラ－（ｔ－アミル
パーオキシカルボニル）ベンゾフェノン、３，３’，４，４’－テトラ－（ｔ－ヘキシル
パーオキシカルボニル）ベンゾフェノン、３，３’，４，４’－テトラ－（ｔ－オクチル
パーオキシカルボニル）ベンゾフェノン、３，３’，４，４’－テトラ－（クミルパーオ
キシカルボニル）ベンゾフェノン、３，３’，４，４’－テトラ－（ｐ－イソプロピルク
ミルパーオキシカルボニル）ベンゾフェノン、ジ－ｔ－ブチルジパーオキシイソフタレー
トなどの過酸化エステル系の化合物が好ましい。
【０１０９】
　（ｆ）ヘキサアリールビイミダゾール化合物としては、特公昭４５－３７３７７号公報
、特公昭４４－８６５１６号公報記載のロフィンダイマー類、例えば２，２’－ビス（ｏ
－クロロフェニル）－４，４’，５，５’－テトラフェニルビイミダゾール、２，２’－
ビス（ｏ－ブロモフェニル）－４，４’，５，５’－テトラフェニルビイミダゾール、２
，２’－ビス（ｏ，ｐ－ジクロロフェニル）－４，４’，５，５’－テトラフェニルビイ
ミダゾール、２，２’－ビス（ｏ－クロロフェニル）－４，４’，５，５’－テトラ（ｍ
－メトキシフェニル）ビイミダゾール、２，２’－ビス（ｏ，ｏ’－ジクロロフェニル）
－４，４’，５，５’－テトラフェニルビイミダゾール、２，２’－ビス（ｏ－ニトロフ
ェニル）－４，４’，５，５’－テトラフェニルビイミダゾール、２，２’－ビス（ｏ－
メチルフェニル）－４，４’，５，５’－テトラフェニルビイミダゾール、２，２’－ビ
ス（ｏ－トリフルオロフェニル）－４，４’，５，５’－テトラフェニルビイミダゾール
等が挙げられる。
【０１１０】
　（ｇ）ケトオキシムエステル化合物としては、３－ベンゾイロキシイミノブタン－２－
オン、３－アセトキシイミノブタン－２－オン、３－プロピオニルオキシイミノブタン－
２－オン、２－アセトキシイミノペンタン－３－オン、２－アセトキシイミノ－１－フェ
ニルプロパン－１－オン、２－ベンゾイロキシイミノ－１－フェニルプロパン－１－オン
、３－ｐ－トルエンスルホニルオキシイミノブタン－２－オン、２－エトキシカルボニル
オキシイミノ－１－フェニルプロパン－１－オン等が挙げられる。
【０１１１】
　（ｈ）ボレート化合物の例としては、米国特許３，５６７，４５３号、同４，３４３，
８９１号、ヨーロッパ特許１０９，７７２号、同１０９，７７３号の各明細書に記載され
ている化合物が挙げられる。
　（ｉ）アジニウム塩化合物の例としては、特開昭６３－１３８３４５号、特開昭６３－
１４２３４５号、特開昭６３－１４２３４６号、特開昭６３－１４３５３７号、及び特公
昭４６－４２３６３号の各公報記載のＮ－Ｏ結合を有する化合物群を挙げることができる
。
【０１１２】
　（ｊ）メタロセン化合物の例としては、特開昭５９－１５２３９６号、特開昭６１－１
５１１９７号、特開昭６３－４１４８４号、特開平２－２４９号、特開平２－４７０５号
の各公報記載のチタノセン化合物ならびに、特開平１－３０４４５３号、特開平１－１５
２１０９号の各公報記載の鉄－アレーン錯体を挙げることができる。
　前記チタノセン化合物の具体例としては、ジ－シクロペンタジエニル－Ｔｉ－ジ－クロ
ライド、ジ－シクロペンタジエニル－Ｔｉ－ビス－フェニル、ジ－シクロペンタジエニル
－Ｔｉ－ビス－２，３，４，５，６－ペンタフルオロフェニ－１－イル、ジ－シクロペン
タジエニル－Ｔｉ－ビス－２，３，５，６－テトラフルオロフェニ－１－イル、ジ－シク
ロペンタジエニル－Ｔｉ－ビス－２，４，６－トリフルオロフェニ－１－イル、ジ－シク
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ロペンタジエニル－Ｔｉ－２，６－ジフルオロフェニ－１－イル、ジ－シクロペンタジエ
ニル－Ｔｉ－ビス－２，４－ジフルオロフェニ－１－イル、ジ－メチルシクロペンタジエ
ニル－Ｔｉ－ビス－２，３，４，５，６－ペンタフルオロフェニ－１－イル、ジ－メチル
シクロペンタジエニル－Ｔｉ－ビス－２，３，５，６－テトラフルオロフェニ－１－イル
、ジ－メチルシクロペンタジエニル－Ｔｉ－ビス－２，４－ジフルオロフェニ－１－イル
、ビス（シクロペンタジエニル）－ビス（２，６－ジフルオロ－３－（ピリ－１－イル）
フェニル）チタニウム、ビス（シクロペンタジエニル）ビス〔２，６－ジフルオロ－３－
（メチルスルホンアミド）フェニル〕チタン、ビス（シクロペンタジエニル）ビス〔２，
６－ジフルオロ－３－（Ｎ－ブチルビアロイル－アミノ）フェニル〕チタン等を挙げるこ
とができる。
【０１１３】
　（ｋ）活性エステル化合物の例としては、欧州特許０２９０７５０号、同０４６０８３
号、同１５６１５３号、同２７１８５１号、及び同０３８８３４３号の各明細書、米国特
許３９０１７１０号、及び同４１８１５３１号の各明細書、特開昭６０－１９８５３８号
、及び特開昭５３－１３３０２２号の各公報に記載されるニトロベンズルエステル化合物
、欧州特許０１９９６７２号、同８４５１５号、同１９９６７２号、同０４４１１５号、
及び同０１０１１２２号の各明細書、米国特許４６１８５６４号、同４３７１６０５号、
及び同４４３１７７４号の各明細書、特開昭６４－１８１４３号、特開平２－２４５７５
６号、及び特開平４－３６５０４８号の各公報記載のイミノスルホネート化合物、特公昭
６２－６２２３号、特公昭６３－１４３４０号、及び特開昭５９－１７４８３１号の各公
報に記載される化合物等が挙げられる。
【０１１４】
　（ｌ）炭素ハロゲン結合を有する化合物の好ましい例としては、例えば、若林ら著、Bu
ll. Chem. Soc. Japan、４２、２９２４（１９６９）記載の化合物、英国特許１３８８４
９２号明細書記載の化合物、特開昭５３－１３３４２８号公報記載の化合物、独国特許３
３３７０２４号明細書記載の化合物等を挙げることができる。
　また、F. C. Schaefer等によるJ. Org. Chem.、２９、１５２７（１９６４）記載の化
合物、特開昭６２－５８２４１号公報記載の化合物、特開平５－２８１７２８号公報記載
の化合物等を挙げることができる。ドイツ特許第２６４１１００号に記載されているよう
な化合物、ドイツ特許第３３３３４５０号に記載されている化合物、ドイツ特許第３０２
１５９０号に記載の化合物群、あるいはドイツ特許第３０２１５９９号に記載の化合物群
等を挙げることができる。
【０１１５】
　本発明において（Ｃ－１）ラジカル重合開始剤は単独で用いてもよいし、併用してもよ
い。効果の観点からは、２種以上の（Ｃ－１）ラジカル重合開始剤を併用することが好ま
しい。
【０１１６】
＜（Ｃ－２）カチオン重合開始剤＞
　本発明における（Ｂ）重合性化合物として（Ｂ－２）カチオン重合性化合物を用いる場
合には、（Ｃ）光重合開始剤として、（Ｃ－２）カチオン重合開始剤を含有することが好
ましい。（Ｃ－２）カチオン重合開始剤としては、公知の光酸発生剤が挙げられる。ここ
で、光酸発生剤とは、放射線の照射により酸を発生する化合物をいう。
　本発明に用いうる光酸発生剤としては、光カチオン重合の光開始剤、色素類の光消色剤
、光変色剤、或いはマイクロレジスト等に使用されている光（４００～２００ｎｍの紫外
線、遠紫外線、特に好ましくは、ｇ線、ｈ線、ｉ線、ＫｒＦエキシマレーザー光）、Ａｒ
Ｆエキシマレーザー光、電子線、Ｘ線、分子線又はイオンビームなどの照射により酸を発
生する化合物を適宜選択して使用することができる。
【０１１７】
　このような光カチオン重合開始剤としては、放射線の照射により分解して酸を発生する
、ジアゾニウム塩、ホスホニウム塩、スルホニウム塩、ヨードニウム塩などのオニウム塩
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化合物、イミドスルホネート、オキシムスルホネート、ジアゾジスルホン、ジスルホン、
ｏ－ニトロベンジルスルホネート等のスルホネート化合物などを挙げることができる。本
発明の重合性組成物に用いることのできる光カチオン重合開始剤の種類、具体的化合物、
および好ましい例としては、特開２００８－１３６４６号公報の段落番号〔００６６〕～
〔０１２２〕に記載の化合物などを挙げることができ、これらを本発明にも適用すること
ができる。
【０１１８】
　重合開始剤は、１種単独で又は２種以上を組み合わせて使用することができる。
　インク組成物中の重合開始剤の含有量は、インク組成物に適用する場合も含めて、固形
分換算で、０．１～２０質量％が好ましく、より好ましくは０．５～１０質量％、更に好
ましくは１～７質量％である。
【０１１９】
（増感剤）
　本発明のインク組成物には、さらに、重合硬化を促進させる増感剤を添加してもよく、
増感剤としてはアントラセン化合物を用いることが好ましい。該アントラセン化合物は置
換基を有していてもよい。
【０１２０】
　前記アントラセンが置換基を有する場合、該置換基としては、アルキル基、アルコキシ
基、アリールオキシ基、などが挙げられ、中でも特に、炭素数１～４のアルコキシ基が好
ましい。また、アントラセンの置換基の個数は、１～４個であることが好ましく、１～２
個であることがより好ましい。特に、１置換の場合の置換基の位置としては９位であるこ
とが好ましく、２置換の場合の置換基の位置としては９，１０位であることが好ましい。
　この中でも特に、２置換の場合の９，１０位である、９，１０－置換アントラセン化合
物であることが好ましい。
【０１２１】
　以上のアントラセン化合物の含有量は、重合開始剤の３５～１００質量％であることが
好ましく、４０～８０質量％であることがより好ましく、４４～７０質量％であることが
さらに好ましい。また、既述の重合開始剤の好ましい含有量と、上記アントラセン化合物
の好ましい含有量は同時にその範囲内とすることが好ましい。
【０１２２】
　本発明おいては、アントラセン以外の化合物も増感色素を添加してもよく、アントラセ
ンと併用することも単独で用いることも可能である。本発明に係るアントラセン以外の増
感剤としては、以下に列挙する化合物類に属しており、且つ３５０ｎｍ～４５０ｎｍの波
長領域に吸収波長を有するものが挙げられる。
【０１２３】
　例えば、多核芳香族類（例えば、ピレン、ペリレン、トリフェニレン、２－エチル－９
，１０－ジメトキシアントラセン、等）、キサンテン類（例えば、フルオレッセイン、エ
オシン、エリスロシン、ローダミンＢ、ローズベンガル、等）、シアニン類（例えば、チ
アカルボシアニン、オキサカルボシアニン、等）、メロシアニン類（例えば、メロシアニ
ン、カルボメロシアニン、等）、チアジン類（例えば、チオニン、メチレンブルー、トル
イジンブルー、等）、アクリジン類（例えば、アクリジンオレンジ、クロロフラビン、ア
クリフラビン、等）、アントラキノン類（例えば、アントラキノン、等）、スクアリウム
類（例えば、スクアリウム、等）、クマリン類（例えば、７－ジエチルアミノ－４－メチ
ルクマリン、等）、等が挙げられる。
【０１２４】
　本発明のインク組成物における前記増感剤の含有量は、インク組成物の着色性の観点か
ら、全質量に対し、０．０１～２０質量％が好ましく、０．１～１５質量％がより好まし
く、更に好ましくは０．５～１０質量％の範囲である。前記増感色素は、一種単独で用い
てもよいし、２種以上を併用してもよい。また、増感色素と前記重合開始剤とのインク組
成物における含有比としては前記重合開始剤の分解率向上と照射した光の透過性の観点か
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ら、質量比で、ａ／ｃ＝１００～０．５が好ましく、ａ／ｃ＝５０～１がより好ましく、
ａ／ｃ＝１０～１．５が更に好ましい。
【０１２５】
　本発明のインク組成物には更に、共増感剤として、感度を一層向上させる、あるいは酸
素による重合阻害を抑制する等の作用を有する公知の化合物を加えてもよい。
【０１２６】
　共増感剤の例としては、アミン類、例えば、Ｍ．Ｒ．Ｓａｎｄｅｒら著「Ｊｏｕｒｎａ
ｌ　ｏｆ　Ｐｏｌｙｍｅｒ　Ｓｏｃｉｅｔｙ」第１０巻３１７３頁（１９７２）、特公昭
４４－２０１８９号公報、特開昭５１－８２１０２号公報、特開昭５２－１３４６９２号
公報、特開昭５９－１３８２０５号公報、特開昭６０－８４３０５号公報、特開昭６２－
１８５３７号公報、特開昭６４－３３１０４号公報、Ｒｅｓｅａｒｃｈ　Ｄｉｓｃｌｏｓ
ｕｒｅ　３３８２５号記載の化合物等が挙げられ、具体的には、トリエタノールアミン、
ｐ－ジメチルアミノ安息香酸エチルエステル、ｐ－ホルミルジメチルアニリン、ｐ－メチ
ルチオジメチルアニリン等が挙げられる。
【０１２７】
　共増感剤の別の例としては、チオールおよびスルフィド類、例えば、特開昭５３－７０
２号公報、特公昭５５－５００８０６号公報、特開平５－１４２７７２号公報記載のチオ
ール化合物、特開昭５６－７５６４３号公報のジスルフィド化合物等が挙げられ、具体的
には、２－メルカプトベンゾチアゾール、２－メルカプトベンゾオキサゾール、２－メル
カプトベンゾイミダゾール、２－メルカプト－４（３Ｈ）－キナゾリン、β－メルカプト
ナフタレン等が挙げられる。
【０１２８】
　また、共増感剤の別の例としては、アミノ酸化合物（例、Ｎ－フェニルグリシン等）、
特公昭４８－４２９６５号公報記載の有機金属化合物（例、トリブチル錫アセテート等）
、特公昭５５－３４４１４号公報記載の水素供与体、特開平６－３０８７２７号公報記載
のイオウ化合物（例、トリチアン等）、特開平６－２５０３８７号公報記載のリン化合物
（ジエチルホスファイト等）、特願平６－１９１６０５号記載のＳｉ－Ｈ、Ｇｅ－Ｈ化合
物等が挙げられる。
　添加量は目的に応じて適宜選択されるが、一般的には、インク組成物の総量（全質量）
に対して、０．０１～１０質量％程度である。
【０１２９】
＜界面活性剤＞
　本発明のインク組成物には、公知の界面活性剤を含有させることが好ましい。公知の界
面活性剤としては、例えば、特開昭６２－１７３４６３号、同６２－１８３４５７号の各
公報に記載されたものが挙げられる。具体的には、例えば、ジアルキルスルホコハク酸塩
類、アルキルナフタレンスルホン酸塩類、脂肪酸塩類等のアニオン性界面活性剤、ポリオ
キシエチレンアルキルエーテル類、ポリオキシエチレンアルキルアリルエーテル類、アセ
チレングリコール類、ポリオキシエチレン・ポリオキシプロピレンブロックコポリマー類
等のノニオン性界面活性剤、アルキルアミン塩類、第４級アンモニウム塩類等のカチオン
性界面活性剤が挙げられる。なお、前記公知の界面活性剤の代わりに有機フルオロ化合物
を用いてもよい。前記有機フルオロ化合物は、疎水性であることが好ましい。前記有機フ
ルオロ化合物としては、例えば、フッ素系界面活性剤、オイル状フッ素系化合物（例、フ
ッ素油）および固体状フッ素化合物樹脂（例、四フッ化エチレン樹脂）が含まれ、特公昭
５７－９０５３号（第８～１７欄）、特開昭６２－１３５８２６号の各公報に記載された
ものが挙げられる。
【０１３０】
（着色剤）
　本発明のインク組成物には、目的に応じて着色剤を含有することができる。また、本発
明のインク組成物においては、着色剤を添加することで、可視画像を形成しうるインク組
成物とすることができる。
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　本発明のインク組成物に用いることのできる着色剤は、特に制限はなく、用途に応じて
公知の種々の色材、（顔料、染料）を適宜選択して用いることができる。例えば、耐候性
に優れた画像を形成する場合には、顔料が好ましい。また、染料としては、水溶性染料お
よび油溶性染料のいずれも使用できるが、油溶性染料が好ましい。
【０１３１】
（顔料）
　まず、本発明のインク組成物における着色剤として好ましく使用される顔料について述
べる。着色剤として顔料を用いた場合、インク組成物を使用して形成された着色画像は耐
光性に優れたものとなる。
　前記顔料としては、特に限定されるものではなく、一般に市販されているすべての有機
顔料および無機顔料、または顔料を、分散媒として不溶性の樹脂等に分散させたもの、或
いは顔料表面に樹脂をグラフト化したもの等を用いることができる。また、樹脂粒子を染
料で染色したもの等も用いることができる。
　これらの顔料としては、例えば、伊藤征司郎編「顔料の辞典」（２０００年刊）、Ｗ．
Ｈｅｒｂｓｔ，Ｋ．Ｈｕｎｇｅｒ「Ｉｎｄｕｓｔｒｉａｌ　Ｏｒｇａｎｉｃ　Ｐｉｇｍｅ
ｎｔｓ」、特開２００２－１２６０７号公報、特開２００２－１８８０２５号公報、特開
２００３－２６９７８号公報、特開２００３－３４２５０３号公報に記載の顔料が挙げら
れる。
　本発明において使用できる有機顔料および無機顔料の具体例としては、特開２００８－
１３６４６号公報の段落番号〔０１２６〕～〔０１３１〕に記載の化合物などを挙げるこ
とができ、これらを本発明にも適用することができる。
【０１３２】
　顔料の分散には、例えばボールミル、サンドミル、アトライター、ロールミル、ジェッ
トミル、ホモジナイザー、ペイントシェーカー、ニーダー、アジテータ、ヘンシェルミキ
サ、コロイドミル、超音波ホモジナイザー、パールミル、湿式ジェットミル等の分散装置
を用いることができる。
　顔料の分散を行う際に分散剤を添加することも可能である。分散剤としては水酸基含有
カルボン酸エステル、長鎖ポリアミノアマイドと高分子量酸エステルの塩、高分子量ポリ
カルボン酸の塩、高分子量不飽和酸エステル、高分子共重合物、変性ポリアクリレート、
脂肪族多価カルボン酸、ナフタレンスルホン酸ホルマリン縮合物、ポリオキシエチレンア
ルキル燐酸エステル、顔料誘導体等を挙げることができる。また、ルーブリゾール社のＳ
ｏｌｓｐｅｒｓｅシリーズなどの市販の高分子分散剤を用いることも好ましい。
　また、分散助剤として、各種顔料に応じたシナージストを用いることも可能である。こ
れらの分散剤および分散助剤は、顔料１００質量部に対し、１～５０質量部添加すること
が好ましい。
【０１３３】
　インク組成物において、顔料などの諸成分の分散媒としては、溶剤を添加してもよく、
また、無溶媒で、低分子量成分である前記重合性化合物を分散媒として用いてもよいが、
本発明のインク組成物は、放射線硬化型のインクであり、インクを被記録媒体上に適用後
、硬化させるため、無溶剤であることが好ましい。これは、硬化されたインク画像中に、
溶剤が残留すると、耐溶剤性が劣化したり、残留する溶剤のＶＯＣ（Ｖｏｌａｔｉｌｅ　
Ｏｒｇａｎｉｃ　Ｃｏｍｐｏｕｎｄ）の問題が生じたりするためである。このような観点
から、分散媒としては、重合性化合物を用い、中でも、最も粘度が低いカチオン重合性モ
ノマーを選択することが分散適性やインク組成物のハンドリング性向上の観点から好まし
い。
【０１３４】
　インク組成物中の顔料粒子の体積平均粒径は、０．０２～０．６０μｍであることが好
ましく、より好ましくは０．０２～０．１０μｍである。また、最大粒径は３μｍ以下が
好ましく、さらに好ましくは１μｍ以下であり、そのような範囲となるよう、顔料、分散
剤、分散媒体の選定、分散条件、ろ過条件を設定する。この粒径管理によって、ヘッドノ
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ズルの詰まりを抑制し、インクの保存安定性、インク透明性および硬化感度を維持するこ
とができる。
【０１３５】
（染料）
　次に、本発明における着色剤として好ましく使用される染料について述べる。
　染料としては、従来公知の化合物（染料）から適宜選択して使用することができる。具
体的には、特開２００２－１１４９３０号公報の段落番号〔００２３〕～〔００８９〕、
特開２００８－１３６４６号公報の段落番号〔０１３６〕～〔０１４０〕に記載の化合物
などを挙げることができ、これらを本発明にも適用することができる。
【０１３６】
　前記着色剤はインク組成物中、インク組成物の全質量に対して０．０５～２０質量％添
加されることが好ましく、０．２～１０質量％がより好ましい。着色剤として油溶性染料
を用いた場合には、インク組成物の全質量（溶媒を含む）に対して、０．２～６質量％が
特に好ましい。
【０１３７】
（添加物）
　本発明のインク組成物には、各必須成分に加え、目的に応じて種々の添加剤を併用する
ことができる。これらの任意成分について説明する。
【０１３８】
－紫外線吸収剤－
　本発明のインク組成物には、得られる硬化物、或いは、画像の耐候性向上、退色防止の
観点から、紫外線吸収剤を添加することができる。
　前記紫外線吸収剤としては、例えば、特開昭５８－１８５６７７号公報、同６１－１９
０５３７号公報、特開平２－７８２号公報、同５－１９７０７５号公報、同９－３４０５
７号公報等に記載されたベンゾトリアゾール系化合物、特開昭４６－２７８４号公報、特
開平５－１９４４８３号公報、米国特許第３２１４４６３号等に記載されたベンゾフェノ
ン系化合物、特公昭４８－３０４９２号公報、同５６－２１１４１号公報、特開平１０－
８８１０６号公報等に記載された桂皮酸系化合物、特開平４－２９８５０３号公報、同８
－５３４２７号公報、同８－２３９３６８号公報、同１０－１８２６２１号公報、特表平
８－５０１２９１号公報等に記載されたトリアジン系化合物、リサーチディスクロージャ
ーＮｏ．２４２３９号に記載された化合物やスチルベン系、ベンズオキサゾール系化合物
に代表される紫外線を吸収して蛍光を発する化合物、いわゆる蛍光増白剤などが挙げられ
る。
　添加量は目的に応じて適宜選択されるが、一般的には、インク組成物の総量（全質量）
に対して、０．０１～１０質量％程度である。
【０１３９】
－酸化防止剤－
　本発明のインク組成物には、安定性向上のため、酸化防止剤を添加することができる。
酸化防止剤としては、ヨーロッパ公開特許、同第２２３７３９号公報、同３０９４０１号
公報、同第３０９４０２号公報、同第３１０５５１号公報、同第３１０５５２号公報、同
第４５９４１６号公報、ドイツ公開特許第３４３５４４３号公報、特開昭５４－４８５３
５号公報、同６２－２６２０４７号公報、同６３－１１３５３６号公報、同６３－１６３
３５１号公報、特開平２－２６２６５４号公報、特開平２－７１２６２号公報、特開平３
－１２１４４９号公報、特開平５－６１１６６号公報、特開平５－１１９４４９号公報、
米国特許第４８１４２６２号明細書、米国特許第４９８０２７５号明細書等に記載のもの
を挙げることができる。
　添加量は目的に応じて適宜選択されるが、一般的には、インク組成物の総量（全質量）
に対して、０．０１～１０質量％程度である。
【０１４０】
－褪色防止剤－
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　本発明のインク組成物には、各種の有機系および金属錯体系の褪色防止剤を使用するこ
とができる。前記有機系の褪色防止剤としては、ハイドロキノン類、アルコキシフェノー
ル類、ジアルコキシフェノール類、フェノール類、アニリン類、アミン類、インダン類、
クロマン類、アルコキシアニリン類、ヘテロ環類、などが挙げられる。前記金属錯体系の
褪色防止剤としては、ニッケル錯体、亜鉛錯体、などが挙げられ、具体的には、リサーチ
ディスクロージャーＮｏ．１７６４３の第ＶＩＩのＩ～Ｊ項、同Ｎｏ．１５１６２、同Ｎ
ｏ．１８７１６の６５０頁左欄、同Ｎｏ．３６５４４の５２７頁、同Ｎｏ．３０７１０５
の８７２頁、同Ｎｏ．１５１６２に引用された特許に記載された化合物や、特開昭６２－
２１５２７２号公報の１２７頁～１３７頁に記載された代表的化合物の一般式および化合
物例に含まれる化合物を使用することができる。
　添加量は目的に応じて適宜選択されるが、一般的には、インク組成物の総量（全質量）
に対して、０．０１～１０質量％程度である。
【０１４１】
－導電性塩類－
　本発明のインク組成物を、インクジェット記録用インク組成物に用いる場合は、射出物
性の制御を目的として、チオシアン酸カリウム、硝酸リチウム、チオシアン酸アンモニウ
ム、ジメチルアミン塩酸塩などの導電性塩類を添加することができる。
【０１４２】
－溶剤－
　本発明のインク組成物には、被記録媒体等の固体表面と、硬化物や形成された画像との
密着性を改良するため、極微量の有機溶剤を添加することも有効である。
　溶剤としては、例えば、アセトン、メチルエチルケトン、ジエチルケトン等のケトン系
溶剤、メタノール、エタノール、２－プロパノール、１－プロパノール、１－ブタノール
、ｔｅｒｔ－ブタノール等のアルコール系溶剤、クロロホルム、塩化メチレン等の塩素系
溶剤、ベンゼン、トルエン等の芳香族系溶剤、酢酸エチル、酢酸ブチル、酢酸イソプロピ
ルなどのエステル系溶剤、ジエチルエーテル、テトラヒドロフラン、ジオキサン等のエー
テル系溶剤、エチレングリコールモノメチルエーテル、エチレングリコールジメチルエー
テル等のグリコールエーテル系溶剤、などが挙げられる。
　この場合、耐溶剤性悪化が起こらない範囲での添加が有効であり、その量はインク組成
物全体に対し０．１～５質量％が好ましく、より好ましくは０．１～３質量％の範囲であ
る。
【０１４３】
－高分子化合物－
　本発明のインク組成物には、膜物性を調整するため、各種高分子化合物を添加すること
ができる。高分子化合物としては、アクリル系重合体、ポリビニルブチラール樹脂、ポリ
ウレタン樹脂、ポリアミド樹脂、ポリエステル樹脂、エポキシ樹脂、フェノール樹脂、ポ
リカーボネート樹脂、ポリビニルブチラール樹脂、ポリビニルホルマール樹脂、シェラッ
ク、ビニル系樹脂、アクリル系樹脂、ゴム系樹脂、ワックス類、その他の天然樹脂等が使
用できる。また、これらは２種以上併用してもかまわない。これらのうち、アクリル系の
モノマーの共重合によって得られるビニル系共重合が好ましい。更に、高分子結合材の共
重合組成として、「カルボキシル基含有モノマー」、「メタクリル酸アルキルエステル」
、または「アクリル酸アルキルエステル」を構造単位として含む共重合体も好ましく用い
られる。
【０１４４】
　この他にも、本発明のインク組成物には、必要に応じて、例えば、レベリング添加剤、
マット剤、膜物性を調整するためのワックス類、ポリオレフィンやＰＥＴ等の被記録媒体
への密着性を改善するために、重合を阻害しないタッキファイヤーなどを含有させること
ができる。
　前記タッキファイヤーとしては、具体的には、特開２００１－４９２００号公報の５～
６ｐに記載されている高分子量の粘着性ポリマー（例えば、（メタ）アクリル酸と炭素数
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１～２０のアルキル基を有するアルコールとのエステル、（メタ）アクリル酸と炭素数３
～１４の脂環属アルコールとのエステル、（メタ）アクリル酸と炭素数６～１４の芳香属
アルコールとのエステルからなる共重合物）や、重合性不飽和結合を有する低分子量粘着
付与性樹脂などが挙げられる。
【０１４５】
＜インク組成物の好ましい物性＞
　本発明のインク組成物は、高感度で硬化し、硬化物の強度と柔軟性に優れることから、
活性エネルギー線硬化型インク組成物に適用することが好ましいのは前述の通りであるか
特に、インクジェット記録方法に適用するインク組成物に使用することが好ましい。
　本発明のインク組成物は、インクジェット記録に適用する場合、吐出性を考慮し、吐出
時の温度におけるインク粘度が、５～３０ｍＰａ・ｓであることが好ましく、７～２０ｍ
Ｐａ・ｓが更に好ましい。このため、前記範囲になるように適宜組成比を調整し決定する
ことが好ましい。
　また、室温（２５～３０℃）でのインク組成物の粘度は、７～１２０ｍＰａ・ｓが好ま
しく、１０～８０ｍＰａ・ｓが更に好ましい。室温での粘度を高く設定することにより、
多孔質な被記録媒体を用いた場合でも、被記録媒体中へのインク浸透を防ぎ、未硬化モノ
マーの低減、臭気低減が可能となり、更にインク液滴着弾時のドット滲みを抑えることが
でき、その結果として画質を改善することができる。
【０１４６】
　本発明のインク組成物の表面張力は、２０～４０ｍＮ／ｍであることが好ましく、２０
～３０ｍＮ／ｍであることが更に好ましい。また、本発明のインク組成物を、ポリオレフ
ィン、ＰＥＴ、コート紙、非コート紙など様々な被記録媒体へ記録する場合、滲みおよび
浸透の観点から、前記表面張力は２０ｍＮ／ｍ以上が好ましく、濡れ性の点では３０ｍＮ
／ｍ以下であることが好ましい。
【０１４７】
　本発明のインク組成物は、インクジェット記録用のインクとして好適に用いることがで
きる。インクジェット記録方式には特に制限はなく、例えば、静電誘引力を利用してイン
クを吐出する電荷制御方式、ピエゾ素子の振動圧力を利用するドロップオンデマンド方式
（圧力パルス方式）、電気信号を音響ビームに変えインクに照射して放射圧を利用してイ
ンクを吐出する音響型インクジェット方式、インクを加熱して気泡を形成し、発生した圧
力を利用するサーマル型インクジェット方式、等のいずれであってもよい。なお、前記イ
ンクジェット記録方式には、フォトインクと称する濃度の低いインクを小さい体積で多数
射出する方式、実質的に同じ色相で濃度の異なる複数のインクを用いて画質を改良する方
式や無色透明のインクを用いる方式が含まれる。
　前記のうち、ピエゾ素子を用いたドロップオンデマンド方式（圧力パルス方式）のイン
クジェット記録用インクとして好適である。
【０１４８】
＜インクジェット記録方法＞
　本発明のインク組成物は、（ａ）被記録媒体上に、該インク組成物を吐出する工程（画
像記録工程）、及び（ｂ）吐出されたインク組成物に活性エネルギー線を照射して、イン
ク組成物を硬化する工程（画像硬化工程）、を含むインクジェット記録方法に用いること
ができる。
　即ち、本発明のインクジェット記録方法は、インクジェット記録によって画像を形成す
る画像記録工程と画像硬化工程とを含む方法である。
【０１４９】
　本発明における画像硬化工程においては、画像硬化工程において活性エネルギー線を利
用し、画像記録工程で被記録材に画像記録した後、記録された画像に活性エネルギー線を
照射することによって、画像化に寄与する重合性化合物の重合硬化が進行し、良好に硬化
され堅牢性の高い画像を形成することができる。
　前記画像硬化工程においては、インク組成物の有する感応波長に対応する波長領域の活
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性エネルギー線を発する光源を用いて重合硬化を促進する露光処理を行なうことができる
。光源、露光時間および光量は、本発明に係る重合性化合物の重合硬化の程度に応じて適
宜選択すればよい。
　画像硬化工程において硬化した画像の厚みは、２～３０μｍであることが好ましい。こ
こで、「画像の厚み」とは、インク組成物により形成された画像を硬化した硬化物の厚み
のことである。該画像の厚みが２～３０μｍであることで、低濃度から高濃度の画像を表
現することができる。
【０１５０】
　前記画像硬化工程においては、インク組成物の有する感応波長に対応する波長領域の活
性エネルギー線を発する光源を用いて重合硬化を促進する露光処理を行なうことができる
。具体的には、２５０～４５０ｎｍ、好ましくは３６５±２０ｎｍの波長領域に属する活
性線を発する光源、例えば、ＬＤ、ＬＥＤ（発光ダイオード）、蛍光灯、低圧水銀灯、高
圧水銀灯、メタルハライドランプ、カーボンアーク灯、キセノンランプ、ケミカルランプ
などを用いて好適に行なうことができる。好ましい光源には、ＬＥＤ、高圧水銀灯、メタ
ルハライドランプが挙げられ、なかでも本発明のカチオン重合性組成物の硬化においては
ＬＥＤを光源として用いることが好ましい。
【０１５１】
　ラジカル重合により硬化させる場合、酸素により重合が阻害されるため、酸素濃度の低
い状態、すなわち窒素等のガス雰囲気下で露光させることにより低エネルギーで硬化させ
ることができる。
　このインクにより得られた記録物は、画像部が紫外線などの放射線照射により硬化して
おり、画像部の強度に優れるため、例えば、平版印刷版のインク受容層（画像部）として
も用いることができる。
【０１５２】
　前記記録工程においては、インクジェットプリンタによるインクジェット記録方法を適
用するのが好ましい。具体的には、前記画像記録工程は、前記インク組成物を吐出するイ
ンクジェット記録によって前記画像を記録することが好ましい。
【０１５３】
＜インクジェット記録方法およびインクジェット記録装置＞
　次に、本発明の方法に好適に採用され得るインクジェット記録方法およびインクジェッ
ト記録装置について、以下説明する。
【０１５４】
・システム
　インクを吐出するインクジェット記録システムとしては、特開２００２－１１８６０号
公報に示すような形態が一例としてあげられるが、これに限定されるものではなく、他の
形態であってもよい。
【０１５５】
・インク保持手段
　インクを保持する手段としては、公知のインクカートリッジに充填することが好ましく
、特開平５－１６３７７号公報に開示されるように変形可能な容器に収納し、タンクとな
すことも可能である。また特開平５－１６３８２に開示されるように、サブタンクを有す
るとインクをヘッドへの供給が更に安定する。また特開平８－１７４８６０号公報に開示
されるように、インク供給室の圧力が低下した場合に、弁の移動によりインクを供給する
形態のカートリッジを用いることも可能である。これらのインク保持手段でヘッド内のメ
ニスカスを適切にたもつための負圧付与方法としては、インク保持手段の高さすなわち水
頭圧による方法、またインク流路中にもうけたフィルタの毛細管力による方法、また、ポ
ンプ等により圧力を制御する方法、また、特開昭５０－７４３４１号公報に開示されるよ
うにインクをインク吸収体に保持し、この毛細管力により負圧を付与する方法等が適切で
ある。
【０１５６】
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・インク供給路
　インクをこれらインク保持手段からヘッドに供給する方法として、ヘッドユニットに直
接保持手段を連結する方法でもよいし、チューブ等の流路により連結する方法でもよい。
これらインク保持手段および流路は、インクに対して良好な濡れ性を持つような素材であ
ること、もしくは表面処理が施されていることが好ましい。
【０１５７】
・ヘッド
　インクを打滴する方法としては、特開平５－１０４７２５号公報に開示されるように、
連続的にインク滴を吐出させ、画像に応じて滴を偏向して被記録材に着弾させるか、させ
ないかを選択制御する方法であってもよいし、所謂オンデマンド方式を呼ばれる、画像と
して必要な部分にのみインク滴を吐出させる方式であってもよい。オンデマンド方式は、
特開平５－１６３４９に開示されるように、圧電素子等を用いて構造体の変形によりイン
ク圧を発生させ、吐出させる方式であってもよいし、特開平１－２３４２５５に開示され
るように、熱エネルギーによる気化にともなう膨張により発生する圧力で吐出する方式で
あってもよい。また特開２００１－２７７４６６号公報に開示されるように、電界により
被記録材への吐出を制御する方式であってもよい。
【０１５８】
　インクジェット記録方法においては、本発明のインク組成物を用いて被記録材に画像記
録を行なうが、その際に使用するインク吐出ノズル等については特に制限はなく、目的に
応じて適宜選択することができる。ノズルはたとえば特開平５－３１９０８号公報に記載
されるような形態が適用可能である。なお、このとき複数色のインクを吐出させるため、
ノズルは特開２００２－３１６４２０号公報に記載されるように、複数列に構成されるこ
とにより、高速にカラー画像を形成することが可能となり、さらに複数のノズル列を有す
るヘッドユニットを複数配置することにより更に高速化が可能である。
【０１５９】
　さらにノズルを特開昭６３－１６０８４９号公報に記載されるように画像の幅と同等以
上の幅分配置し、所謂ラインヘッドとなし、これらのノズルからの打滴と同時に被記録材
を移動させることにより、高速に画像を形成することが可能となる。
　またノズルの表面は、特開平５－１１６３２７号公報に開示されるような表面処理を施
すことにより、ノズル表面へのインク滴の飛沫の付着、およびインク滴の付着を防ぐこと
が可能となる。
【０１６０】
　このような処理を施しても、なお汚れが付着する場合があり、このため、特開平６－７
１９０４号公報に開示されるように、ブレードにより清掃を行うことが好ましい。
また、ノズルから各色のインクが均等に吐出されるとは限らず、特定のインクは長時間吐
出されない場合もありうる。このようなときに、メニスカスを安定に保つために、特開平
１１－１５７１０２号公報に開示されるように、画像領域外で適宜インクを吐出させ、ヘ
ッドに新しいインクを補給することにより、インク物性を適性値に維持することが好まし
い。
【０１６１】
　また、このような処置を施してもなお気泡がヘッド内に侵入もしくはヘッド内で発生す
ることがある。このような場合は、特開平１１－３３４０９２号公報に記載されるように
、ヘッド外より強制的にインクを吸引することにより、物性の変化したインクを廃棄する
とともに、気泡もヘッド外に排出することができる。更に長時間打滴しない場合は特開平
１１－１３８８３０号公報に開示されるように、キャップでノズル表面を覆うことにより
ノズル表面を保護することができる。これらの措置を講じてもなお吐出しない場合があり
うる。
　ノズルの一部が吐出しない状態で画像をプリントすると、画像にムラが発生する等の問
題が発生する。このようなことを避けるため、特開平２０００－３４３６８６号公報に開
示されるように、吐出しないことを検出して処置をとることが有効である。
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【０１６２】
　ヘッドユニットを特開平６－１１５０９９号公報に記載されるように機械的に移動させ
、これと同期させて被記録材を直交方向に間欠的に移動させることにより重畳打滴を行う
と、被記録材の間欠的な移動の精度不良にともなうムラを見えにくくする効果があり、高
画質を実現することが可能となる。このとき、ヘッドの移動速度、被記録材の移動量、ノ
ズル数の関係を適宜設定することにより、画質と記録速度の関係を好ましい関係に設定す
ることが可能となる。
　また、逆にヘッドを固定し、被記録材を機械的に所定方向に往復移動するとともに、そ
れと直交方向に間欠移動させることにより、同様の効果を得ることが可能である。
【０１６３】
・温度制御
　インクジェット記録装置には、インク組成物温度の安定化手段を備えることが好ましく
、一定温度にする部位はインクタンク（中間タンクがある場合は中間タンク）からノズル
射出面までの配管系、部材の全てが対象となる。
【０１６４】
　インクジェット記録方法においては、上記インク組成物を４０～８０℃に加熱して、イ
ンク組成物の粘度を３０ｍＰａ・ｓ以下、好ましくは２０ｍＰａ・ｓ以下に下げた後、射
出することが好ましく、この方法を用いることにより高い射出安定性を実現することがで
きる。一般に、放射線硬化型インク組成物では、概して水性インクより粘度が高いため、
印字時の温度変動による粘度変動幅が大きい。このインク組成物の粘度変動は、そのまま
液滴サイズ、液滴射出速度に対して大きな影響を与え、これにより画質劣化を引き起こす
ため、印字時のインク組成物温度はできるだけ一定に保つことが必要である。このために
はインク温度検出手段と、インク加熱手段、および検出されたインク温度に応じて加熱を
制御する制御手段を有することが好ましい。
【０１６５】
　温度コントロールの方法としては、特に制約はないが、例えば、温度センサーを各配管
部位に複数設け、インク組成物流量、環境温度に応じた加熱制御をすることが好ましい。
また、加熱するヘッドユニットは、装置本体を外気からの温度の影響を受けないよう、熱
的に遮断もしくは断熱されていることが好ましい。加熱に要するプリンタ立上げ時間を短
縮するため、あるいは熱エネルギーのロスを低減するために、他部位との断熱を行うとと
もに、加熱ユニット全体の熱容量を小さくすることが好ましい。
あるいは、インク温度に応じてインクを吐出させる手段への印加エネルギーを制御する手
段を有することも好適である。
【０１６６】
　インク組成物温度の制御幅は設定温度±５℃とすることが好ましく、より好ましくは設
定温度±２℃、更に好ましくは設定温度±１℃である。
【０１６７】
・露光
　光源としては、前記したように、一般的に用いられる水銀灯、メタルハライドランプ等
を用いてもよいし、発光ダイオード、半導体レーザ、蛍光灯等を用いることができる。ま
た熱陰極管、冷陰極管、電子線、Ｘ線等、インクの重合反応が進行する光源、電磁波等を
用いることが出来る。
【０１６８】
　メタルハライドランプを用いる場合、ランプは１０～１０００Ｗ／ｃｍのものを使用し
、被記録材面で１ｍＷ／ｃｍ２～１００Ｗ／ｃｍ２の照度であることが好ましい。
また、高圧水銀灯、メタルハライドランプ等では放電にともない、オゾンが発生するため
、排気手段を有することが好ましい。排気手段は、インク吐出時に発生するインクミスト
の回収を兼ねるべく配置してあることが好適である。
【０１６９】
　次に活性エネルギー線の好ましい照射条件について述べる。基本的な照射方法は、特開
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昭６０－１３２７６７号公報に開示されている。具体的には、ヘッドユニットの両側に光
源を設け、シャトル方式でヘッドと光源を走査する。照射は、インク着弾後、一定時間を
おいて行われることになる。更に、駆動を伴わない別光源によって硬化を完了させる。Ｗ
Ｏ９９／５４４１５号では、照射方法として、光ファイバーを用いた方法やコリメートさ
れた光源をヘッドユニット側面に設けた鏡面に当て、記録部へＵＶ光を照射する方法が開
示されている。本発明においては、これらの照射方法を用いることが可能である。
【０１７０】
　硬化させるための活性エネルギー線がインク吐出ノズルに照射されると、ノズル面表面
に付着したインクミスト等が固化し、インク吐出の妨げとなる可能性があるため、ノズル
への照射を最小限にとどめるため、遮光等の措置を施すことが好ましい。具体的には、ノ
ズルプレートへの照射を防止する隔壁を設ける、あるいは迷光を低減するべく被記録材へ
の入射角を限定するための手段を設ける等が好適である。
【０１７１】
　また本発明では、着弾から照射までの時間を０．０１～０．５秒とすることが望ましく
、好ましくは０．０１～０．３秒、更に好ましくは０．０１～０．１５秒後に放射線を照
射することにある。このように着弾から照射までの時間を極短時間に制御することにより
、着弾インクが硬化前に滲むことを防止するこが可能となる。また、多孔質な被記録媒体
に対しても光源の届かない深部までインク組成物が浸透する前に露光することができる為
、未反応モノマーの残留を抑えられ、その結果として臭気を低減することができる。上記
説明したインクジェット記録方法と本発明のインク組成物とを併せて用いることにより、
大きな相乗効果をもたらすことになる。このような記録方法を取ることで、表面の濡れ性
が異なる様々な被記録媒体に対しても、着弾したインクのドット径を一定に保つことが出
来、画質が向上する。
【０１７２】
・システムパラメータ
　画像を形成するうえで、被記録材上でのインク着弾径は１０～５００μｍの間にあるこ
とが好適であり、このためには吐出時のインク滴の直径は５～２５０μｍであることが好
ましく、このときのノズル径は１５～１００μｍであることが好ましい。
　画像を形成するためには１インチあたりの画素数が５０～２４００ｄｐｉであることが
好ましく、そのためには、ヘッドのノズル密度は１０～２４００ｄｐｉであることが好ま
しい。ここで、ヘッドのノズル密度は低くとも、被記録材の搬送方向に対して傾ける、あ
るいは複数のヘッドユニットを相対的にずらして配置することにより、ノズル間隔の大き
いヘッドで高密度の着弾を実現することが可能である。また上記のようにヘッドもしくは
被記録材の往復移動により、低ノズルピッチでヘッドが移動するごとに被記録材を所定量
搬送させ、インク滴を異なる位置に着弾させることにより、高密度の画像記録を実現する
ことができる。
【０１７３】
　被記録材へのインク打滴量としては、良好な階調を表現するためには０．０５～２５ｇ
／ｍ２の間で任意量に制御できることが好適であり、これを実現するためにヘッドからの
吐出インク滴の大きさ、およびまたは数量を制御することが好ましい。
【０１７４】
　ヘッドと被記録材の間隔に関しては、広すぎるとヘッドもしくは被記録材の移動に伴う
空気の流れでインク滴の飛翔が乱れ、着弾位置精度が低下する。逆に間隔が狭いと、被記
録材の凹凸、搬送機構に起因する振動等によりヘッドと被記録材が接触する危険性があり
、０．５～２ｍｍ程度に維持されることが好ましい。
【０１７５】
・インクセット
　インクは単色であってもよいし、シアン、マゼンタ、イエローのカラーであってもよい
し、さらにブラックを加えた４色、あるいはさらに特色と呼ばれるこれら以外の特定色の
インクを用いてもよい。色材は、染料であってもよいし、顔料であってもよい。これらの
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インクの打滴順は、明度の低い順に着弾するように打滴させてもよいし、明度の高い順に
着弾させてもよいし、画像記録品質上好適な順に打滴させることが好ましい。
【０１７６】
　明度の高い色から順に重ねていくと、下部のインクまで活性エネルギー線が到達しやす
く、硬化感度の阻害、残留モノマーの増加および臭気の発生、密着性の劣化が生じにくい
。また、照射は、全色を射出してまとめて露光することが可能だが、１色毎に露光するほ
うが、硬化促進の観点で好ましい。
　記録するべき画像信号は、たとえば特開平６－２１０９０５号公報に記載されるように
、良好な色再現を得るべく信号処理を施すことが好ましい。
【０１７７】
　なお、本発明のインク組成物の使用態様は、上記インクジェット記録方法に限定されず
、例えば、画像記録工程においてインクジェット記録以外の方法で被記録媒体上にインク
画像を形成し、これに活性エネルギー線を照射する画像硬化工程を組み合わせた場合、或
いは、インクジェット記録装置により、被記録媒体上にインク組成物を吐出した後、加熱
して画像を硬化させる場合などにも適用することが可能である。
【０１７８】
　また、本発明のインク組成物は、インクジェット記録用途以外に、三次元造形用途、例
えば、前述の平版印刷版の印刷インク受容部の形成用途などにも利用可能であり、缶印刷
用途や食品用途にも利用できる。これらの用途については公知の方法を利用して画像形成
することができ、例えば特許第２６７９５８６号公報などの記載を参照することができる
。
【０１７９】
［被記録材］
　本発明のインク組成物を用いて記録される被記録媒体としてはインク浸透性の被記録媒
体、および、インク非浸透性の被記録媒体をともに使用することができる。インク浸透性
の被記録媒体は、普通紙、インクジェット専用紙、コート紙、電子写真共用紙、布、不織
布、多孔質膜、高分子吸収体等が挙げられる。これらについては特開２００１－１８９１
５４９号公報などに「被記録材」として記載されている。
【０１８０】
　前記インク非浸透性の被記録媒体としては、アート紙、合成樹脂、ゴム、樹脂コート紙
、ガラス、金属、陶器、木材等が挙げられる。加えて各機能を付加する為に、これら材質
を複数組み合わせ複合化した基材を使用することもできる。
【０１８１】
　前記合成樹脂としてはいかなる合成樹脂も用いることができるが、例えば、ポリエチレ
ンテレフタレート、および、ポリブタジエンテレフタレート等のポリエステル；ポリ塩化
ビニル、ポリスチレン、ポリエチレン、ポリウレタン、および、ポリプロピレン等のポリ
オレフィン；並びに、アクリル樹脂、ポリカーボネート、および、アクリロニトリル－ブ
タジエン－スチレン共重合体等や、ジアセテート、トリアセテート、ポリイミド、セロハ
ン、および、セルロイド等が挙げられる。
【０１８２】
　前記合成樹脂を用いた基材の形状（厚み）は、フィルム状でもよいし、カード状または
ブロック状でもよく、特に限定されることなく所望の目的に応じて適宜選定することがで
きる。また、これら合成樹脂は透明であってもよいし、不透明であってもよい。前記合成
樹脂の使用形態としては、いわゆる軟包装に用いられるフィルム状で用いることが好まし
い態様の一つであり、各種非吸収性のプラスチックおよびそのフィルムを用いることがで
きる。各種プラスチック製のフィルムとしては、例えば、ポリエチレンテレフタレート（
ＰＥＴ）フィルム、二軸延伸ポリスチレン（ＯＰＳ）フィルム、二軸延伸ポリプロピレン
（ＯＰＰ）フィルム、二軸延伸ナイロン（ＯＮｙ）フィルム、ポリ塩化ビニル（ＰＶＣ）
フィルム、ポリエチレン（ＰＥ）フィルム、および、トリアセチルセルロース（ＴＡＣ）
フィルムを挙げることができる。
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【０１８３】
　前記樹脂コート紙としては、例えば、透明ポリエステルフィルム、不透明ポリエステル
フィルム、不透明ポリオレフィン樹脂フィルム、および、紙の両面をポリオレフィン樹脂
でラミネートした紙支持体が挙げられ、前記紙の両面をポリオレフィン樹脂でラミネート
した紙支持体が特に好ましい。
【０１８４】
　以上のように、本発明のインク組成物を用いた画像記録によると、強度と柔軟性、さら
には、被記録媒体との密着性に優れた画像を得ることができ、得られた記録物は、密着性
に優れ、脆性に係る問題を生じることがない。
　また、本発明のインク組成物以外にも、コーティング、接着剤、光造形、半導体用フォ
トレジストなどの分野に適用することが可能である。
【実施例】
【０１８５】
　以下、実施例により本発明を更に具体的に説明するが、本発明はこれら実施例における
形態に限定されるものではない。
　なお、特にことわらない限り「部」は「重量部」を表す。
【０１８６】
〔ポリマーＤ－１の合成〕
　５００ｍｌのフラスコに下記組成を仕込み、７０℃で１０時間反応した。
（組成）
・溶剤：メチルエチルケトン　　５０部
・モノマー１：ポリエチレングリコールモノアクリレート（ｎ＝１０）（日油（株）製　
商品名ブレンマーＡＥ４００）　　１５．８部
・モノマー２：メタクリル酸２‐（２‐ブロモイソブチリルオキシ）エチル（ＢＢＥＭ、
マナック（株）製）　　５．６部
・重合開始剤：ジメチル２，２’-アゾビス（２－メチルプロピオンネート）（和光純薬
社製　商品名Ｖ－６０１）　　０．１７部
【０１８７】
　その後1,8-Diazabicyclo[5.4.0]undec-7-ene（和光純薬社製　商品名：ＤＢＵ）６部を
添加し、室温で２４時間反応した。さらにメタンスルホン酸にて、中和して析出物を濾別
した。その後、溶液（濾液）を氷浴にて０℃に冷却し、偏析部位修飾剤として無水ヘプタ
フルオロプロピオン酸１２．３部を滴下し、徐々に室温に戻した後、室温で３時間反応し
た。
　これを３００ｍｌの水にあけ、テトラヒドロフランに溶解し、水による再沈精製を３回
行い、目的のポリマーＤ－１　２０部を得た。
【０１８８】
〔ポリマーＤ－２～１２の合成〕
　ポリマーＤ－１の合成において、モノマー、および偏析部位修飾剤を、表１に記載の化
合物に代えて、ポリマーＤ－１の合成と同様にして、ポリマーＤ－２～Ｄ－１２（下記構
造）を合成した。
【０１８９】
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【０１９０】
　表１で用いた化合物は以下の通りである。
ブレンマーＡＥ－２００：ポリエチレングリコールモノアクリレート（ｎ＝４．５）、日
油製
ブレンマーＡＥＴ：ポリ(エチレングリコール－テトラメチレングリコール)モノアクリレ
ート、日油製
ブレンマーＡＥ－９０：ポリエチレングリコールモノアクリレート（ｎ＝２）、日油製
ブレンマー５５ＰＥＴ－８００：ポリ(エチレングリコール-テトラメチレングリコール)
モノメタクリレート、日油製
Ｍ－１４２０：２－（パーフルオロブチル）エチルメタクリレート、ダイキン工業社製
Ｍ－１６２０：２－パーフルオロへキシルエチルメタクリレート、ダイキン工業社製
　また、ブレンマーＰＥ－３５０、ブレンマーＰＭＥ－１０００、ブレンマー７０ＰＥＰ
－３５０Ｂ、ＦＭ－０７１１、Ｘ－２２－３７１０の構造は下記に示す。
【０１９１】
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【０１９２】
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【０１９３】
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【化２９】

【０１９４】
〔実施例１～３、７、８、１２、および比較例１～２〕
（ラジカル重合性インク組成物の調製）
　下記インク組成を混合したものを２時間攪拌混合し、溶解残りがないことを確認し、メ
ンブランフィルターでろ過を行い、粗大粒子を除去することにより実施例１～３、７、８
、１２、および比較例１～２の各インク組成物を得た。
【０１９５】
インク組成（マゼンタ色インク組成物）
・重合性化合物：フェノキシエチルアクリレート　　２１．０部
・重合性化合物：Ｎ－ビニルカプロラクタム　　１４．０部
・重合性化合物：ジシクロペンテニルオキシエチルアクリレ－ト（日立化成社製、商品名
ＦＡ－５１２Ａ）　　１７．４部
・ポリマー：表に記載のポリマーＤ－１～Ｄ－８、Ｄ－１２または比較化合物１　　１．
０部
・分散剤：Ｓｏｌｓｐｅｒｓｅ　３６０００（Ｎｏｖｅｏｎ社製）　　２．０部
・マゼンタ顔料：Ｃｉｎｑｕａｓｉａ　Ｍａｚｅｎｔａ　ＲＴ－３５５　Ｄ　　３．６部
（Ｃｉｂａ　Ｓｐｅｃｉａｌｔｙ　Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ社製顔料）
・安定剤：Ｇｅｎｏｒａｄ　１６（Ｒａｈｎ社製）　　０．０５部
・重合性化合物：Ｒａｐｉ－Ｃｕｒｅ　ＤＶＥ－３　　８．０部
（ＩＳＰ　Ｅｕｒｏｐｅ社製　トリエチレングリコールジビニルエーテル）
・光重合開始剤：Ｄａｒｏｃｕｒ　ＴＰＯ　　８．５部
（Ｃｉｂａ　Ｓｐｅｃｉａｌｔｙ　Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ社製）
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・光重合開始剤：Ｉｒｇａｃｕｒｅ　９０７　　４．０部
（Ｃｉｂａ　Ｓｐｅｃｉａｌｔｙ　Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ社製）
・Ｂｙｋ　３０７（ＢＹＫ　Ｃｈｅｍｉｅ社製消泡剤）　　０．０５部
【０１９６】
　なお、表２に記載の比較化合物１、２の構造を下記に示す。
【０１９７】
【化３０】

【０１９８】
【化３１】

【０１９９】
〔実施例９～１１、および比較例３～４〕
（カチオン重合性組成物の調整）
　下記インク組成を混合したものを２時間攪拌混合し、溶解残りがないことを確認し、メ
ンブランフィルターでろ過を行い、粗大粒子を除去することにより実施例９～１１、およ
び比較例３～４の各インク組成物を得た。
【０２００】
・カチオン重合性化合物：セロキサイド２０２１（エポキシ化合物：ダイセルＵＣＢ（株
）製）　　３５部
・カチオン重合性化合物：ＯＸＴ－２２１（オキセタン化合物：東亜合成（株）製）　　
５５部
・ポリマー：表１に記載のポリマーＤ－９～Ｄ－１２、または比較化合物２　　１．０部
・光酸発生剤：（ユニオンカーバイド社製、製品名UVI－6990　　１０部
・分散剤：Solsperse　３６０００（Ｎｏｖｅｏｎ社製）　　２．０部
・マゼンタ顔料：Cinquasia Mazenta RT-355 D(Ciba　Specialty　Chemicals社製顔料）
　　３．６部
・増感剤：９，１０－ジブトキシアントラセン　　０．５部
【０２０１】
　実施例１～３、７～１２、および比較例１～４のインク組成物を下記に示す評価方法に
より評価した。結果を表２に示す。
【０２０２】
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【表２】

【０２０３】
（露光感度の測定）
　上記のインクジェット記録方法を適用して得られた、紫外線照射後のベタ画像面におい
て、粘着感の無くなる露光エネルギー量（ｍＪ／ｃｍ２）を露光感度と定義した。数値が
小さいものほど高感度であることを表す。
　露光感度の許容範囲は２０００ｍＪ／ｃｍ２以下であり、より好ましくは１５００ｍＪ
／ｃｍ２以下である。
【０２０４】
（ブロッキング感度の評価）
　前記のインクジェット記録方法を適用して得られた、紫外線照射後の画像上に、ＰＥＴ
（サイズ：縦横共に画像形成した軟質塩化ビニルシートと同サイズ、重さ：２ｇ／枚）を
５００枚重ね載せ、一日放置し、ＰＥＴへの転写を目視評価した。転写が無くなるまでに
要した露光エネルギー量（ｍＪ／ｃｍ２）をブロッキング感度と定義した。
　ブロッキング感度の許容範囲は１２，０００ｍＪ／ｃｍ２以下であり、より好ましくは
６，０００ｍＪ／ｃｍ２以下である。
【０２０５】
（延伸率の評価）
　積算露光量：１２，０００ｍＪ／ｃｍ２、照度：２１４０ｍＷ／ｃｍ２とし、支持体を
軟質塩化ビニルシートの代わりにＦａｓｓｏｎＰＥ（Ｆａｓｓｏｎ社製ポリエチレンフイ
ルム：膜厚１００μｍ）を用いる以外は、露光感度評価と同様にして、硬化膜を作成した
。得られた硬化膜を軸長５ｃｍ×幅２．５ｃｍにカットし、引っ張り試験機（島津製作所
社製、オートグラフAGS-J）を用いて、速度３０ｃｍ／ｍｉｎで延伸させ、硬化膜が破断
する伸び率を測定した。初期長から２倍の長さまで伸びた状態を伸び率１００％と定義し
た。
　延伸率の許容範囲は２００％以上であり、より好ましくは３００％以上である。
【０２０６】
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（吐出安定性の評価）
　前述のようにして得られたインク組成物（ろ過後のもの）のヘッドノズルでの吐出安定
性を以下のようにして評価した。
　即ち、下記の条件でピエゾ型インクジェットノズルを有する市販のインクジェット記録
装置により、６０分の連続吐出におけるノズルロス個数を測定した。
－条件－
・チャンネル数：３１８／ヘッド
・駆動周波数：４．８ｋＨｚ／ｄｏｔ
・インク滴：７滴、４２ｐｌ
・温度：４５℃
　実験は、ＰＥＴ基板上にインク組成物を吐出した後、露光（露光量：１，０００ｍＷ／
ｃｍ２）を行う方法を用い、その際のノズルロス数（ノズルが詰まってしまった数）を数
えた。
－評価基準－
　○：ノズルロス数が０以上５個未満
　△：ノズルロス数が５個以上１０個未満
　×：ノズルロス数が１０個以上
【０２０７】
（画像平滑性の評価）
　目視により、画像の平滑性を評価した。評価基準として、画像全体にわたってレリーフ
感が強い画像は×、許容だが悪化する場合△、改善する場合を○として評価した。
【０２０８】
　表２から以下のことがわかる。本発明の（A-1）ポリオキシアルキレン基と、(A-2)フル
オロアルキル基、およびシロキサン骨格の群から選択される部分構造とを含む前記一般式
（１）で表される構造単位を有する特定ポリマーであるＤ－１～Ｄ－３、Ｄ－７、Ｄ－８
、およびＤ－１２を用いたラジカル重合性組成物を用いた実施例１～３、７、８および１
２は、いずれも露光感度、およびブロッキング感度が小さく高感度であり、吐出安定性に
優れ、画像平滑性に優れている。これに対し本発明の特定ポリマーを含まない比較例１は
露光感度、およびブロッキング感度が大きく低感度であり、比較例２は画像の平滑性が劣
るインク組成物であることがわかる。
　また、本発明の（A-1）ポリオキシアルキレン基と、(A-2)フルオロアルキル基、および
シロキサン骨格の群から選択される部分構造とを含む前記一般式（１）で表される構造単
位を有する特定ポリマーであるＤ－９～Ｄ－１２を用いたカチオン重合性組成物を用いた
実施例９～１１は、いずれもブロッキング感度が小さく高感度であり、吐出安定性に優れ
、画像平滑性に優れている。これに対し本発明の特定ポリマーを含まない比較例３はブロ
ッキング感度が大きく低感度であり、比較例４は画像の平滑性が劣るインク組成物である
ことがわかる。
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